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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第117期 第118期 第119期 第120期 第121期 

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 

売上高 (百万円) 94,862 102,470 98,834 97,345 116,685 

経常利益 (百万円) 545 608 467 3,471 11,300 

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) 133 △1,288 △3,686 511 5,963 

包括利益 (百万円) ― △2,820 △3,832 3,579 7,942 

純資産額 (百万円) 41,689 37,238 33,064 49,022 54,328 

総資産額 (百万円) 125,539 124,816 120,777 129,503 135,818 

１株当たり純資産額 (円) 437.17 398.50 352.71 448.77 496.22 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) 1.44 △13.91 △39.80 5.48 55.21 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ─ ─ ─ ─ ─ 

自己資本比率 (％) 32.3 29.6 27.0 37.4 39.5 

自己資本利益率 (％) 0.3 △3.3 △10.6 1.3 11.7 

株価収益率 (倍) 358.0 ─ ─ 156.3 30.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,755 △934 47 3,474 8,132 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,643 △6,969 △3,622 △1,611 △3,532 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,468 4,761 3,467 976 △6,877 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 17,209 13,770 13,606 16,883 15,029 

従業員数 (人) 4,888 4,727 4,359 3,981 3,977 
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 

回次 第117期 第118期 第119期 第120期 第121期 

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 

売上高 (百万円) 44,939 45,600 42,120 37,775 43,340 

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) 671 △241 255 2,563 5,399 

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) 1,420 △166 △2,941 1,543 4,319 

資本金 (百万円) 10,297 10,297 10,297 16,638 16,638 

発行済株式総数 (株) 92,688,342 92,688,342 92,688,342 108,085,842 108,085,842 

純資産額 (百万円) 40,863 39,721 36,444 50,776 54,258 

総資産額 (百万円) 93,208 98,372 99,425 103,586 104,891 

１株当たり純資産額 (円) 441.20 428.87 393.49 470.08 502.32 

１株当たり配当額 (円) 4.00 4.00 4.00 6.00 10.00 
(内、１株当たり 
中間配当額) 

(円) (2.00) (2.00) (2.00) (2.00) (5.00)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) 15.34 △1.80 △31.76 16.53 39.99 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ─ ─ ─ ─ ─ 

自己資本比率 (％) 43.8 40.4 36.7 49.0 51.7 

自己資本利益率 (％) 3.5 △0.4 △7.7 3.5 8.2 

株価収益率 (倍) 33.7 ─ ─ 51.8 42.3 

配当性向 (％) 26.1 ─ ─ 36.3 25.0 

従業員数 (人) 1,195 1,104 1,002 811 763 
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２ 【沿革】 

  

 

昭和７年９月 服部時計店精工舎の測量機部門を母体とし、資本金1,000千円にて創立。 

    商号  東京光学機械株式会社 

    本社  東京市京橋区銀座４丁目２番地 

    工場  東京市豊島区、滝野川区 

昭和８年４月 東京市板橋区志村本蓮沼町180番地(現在地)に本社工場を完成し移転。 

昭和21年12月 山形機械工業(現、㈱トプコン山形)を山形県山形市に設立。 

昭和24年５月 東京・大阪証券取引所に株式を上場。 

昭和35年３月 東京芝浦電気㈱(現、㈱東芝)の関係会社となる。 

昭和44年10月 東京光学精機㈱(現、㈱オプトネクサス)を福島県田村郡に設立。 

昭和45年４月 Topcon Europe N.V.(現、Topcon Europe B.V.)をオランダ、ロッテルダムに設立。 

昭和45年９月 Topcon Instrument Corporation of America( 現、Topcon Medical Systems, Inc.) をアメ

リカ、ニューヨーク(現、ニュージャージー州)に設立。 

昭和50年１月 測量機販売会社のトプコン測機㈱(現、㈱トプコンソキアポジショニングジャパン)を設

立。 

昭和51年12月 医科器械販売会社の㈱トプコンメディカルジャパンを設立。 

昭和54年４月 Topcon Singapore Pte. Ltd.をシンガポールに設立。 

昭和61年４月 Topcon Optical(H.K.)Ltd.を香港に設立。 

昭和61年９月 東京・大阪証券取引所  市場第一部に指定。 

平成元年４月 会社名を株式会社トプコンに変更。 

平成３年12月 本社敷地内にエンジニアリングセンターを新設。 

平成６年９月 Topcon Laser Systems Inc.(現、Topcon Positioning Systems,Inc.)をアメリカ、カリフ

ォルニア州に設立、Advanced Grade Technology社を買収し、マシンコントロール事業に進

出。 

平成６年10月 建設省国土地理院に全国GPS連続観測システムを納入。 

平成12年７月 アメリカのJavad Positioning Systems, Inc.を買収し、精密GPS受信機及び関連システム

製品を販売開始。 

平成13年７月 持株会社としてTopcon America Corporationをアメリカ、ニュージャージー州に設立し、

医用機器と測量機器の事業分野別に販売会社等を再編。 

平成14年７月 Topcon  Singapore  Pte.Ltd.  を清算し、シンガポールに新たにTopcon  South  Asia

Pte.Ltd.(現、Topcon Singapore Holdings.Pte.Ltd.)を設立。 

平成16年２月 中 国 北 京 市 に Topcon(Beijing)  Opto-Electronics  Corporation( 現、Topcon(Beijing)

Opto-Electronics Development Corporation)を、北京拓普康商貿有限公司との合弁により

設立。 

平成16年４月 トプコンエンジニアリング㈱が㈱トプコン電子ビームサービスを合併し、その商号を㈱ト

プコンテクノハウスに変更。 

平成16年７月 中国東莞市にTopcon Optical(H.K.)Ltd.がYue Long Industrial Companyとの合弁により

Topcon Optical(Dongguan)Technology Ltd.を設立。 

平成17年７月 Topcon Europe Positioning B.V.、Topcon Europe Medical B.V.をオランダに設立。 

平成18年９月 持株会社として、TPS Australia Holdings Pty Ltd.をオーストラリアに設立。 

平成18年10月 農業分野への本格参入を目的として、オーストラリアのKEE Technologies Pty Ltd.(現、

Topcon Precision Agriculture Pty Ltd.)を買収。 

平成19年５月 アメリカのJavad Navigation Systems, Inc.より移動体制御に関する営業権を譲受。 

平成20年２月 株式会社ソキア株式の公開買付けを実施し、子会社化。 

平成21年３月 大阪証券取引所への上場を廃止。 

平成22年７月 Topcon Medical Laser Systems, Inc.をアメリカ、カリフォルニア州に設立し、網膜レー

ザー治療機の製造・販売を開始。 

平成24年７月 イタリアのGEOTOP s.r.l.の株式を追加取得し、子会社化。 

平成24年11月 ㈱トプコンビジョンケアジャパンを設立。 

平成24年11月 アメリカのBunce Industries, LLCおよびその子会社５社を買収。 

平成25年８月 ㈱オプトネクサスが㈱福島ソキアを吸収合併。 

平成25年10月 中国上海市にShanghai Topcon-Sokkia Technology & Trading Co.,Ltd.を設立。 
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３ 【事業の内容】 

当企業グループは、平成26年３月31日現在、当社、子会社61社、及び関連会社６社で構成され、スマートインフ

ラ・カンパニー、ポジショニング・カンパニー、アイケア・カンパニーの各セグメントでの、高度技術に支えられた

製品の製造・販売・サービスを事業内容としております。 

主要な連結子会社とセグメントとの関連は、次のとおりであります。 

なお、当該セグメントは「第５  経理の状況  １  連結財務諸表等  (1) 連結財務諸表  注記事項」に掲げるセグ

メントの区分と同一であります。 

  

(注)  スマートインフラ・カンパニーとポジショニング・カンパニーは、事業関連性が高く、対象とする顧客も類似

しております。そのため、スマートインフラ・カンパニーとポジショニング・カンパニーは、双方のカンパニ

ーの製品の販売を行なっており、スマートインフラ・カンパニーは主に日本、中国及びアジア地域で、ポジシ

ョニング・カンパニーは主に北米及びヨーロッパ地域で、販売活動を行なっております。 

  

 

主要製品名 

主要な連結子会社の位置付け 

製造 販売・サービス・他 

[スマートインフラ・カンパニー]     

トータルステーション（自動追尾トー

タルステーション、モータードライブ

トータルステーション、マニュアルト

ータルステーション、工業計測用トー

タルステーション、イメージングステ

ーション）、レイアウトナビゲータ

ー、ＭＩＬＬＩＭＥＴＥＲ ＧＰＳ、

３Ｄ移動体計測システム、３Ｄレーザ

ースキャナー、データコレクタ、セオ

ドライト、電子レベル、レベル、ロー

テーティングレーザー、パイプレーザ

ー 

㈱ソキア・トプコン、㈱オプトネ

クサス、 

Topcon (Beijing)  

Opto-Electronics Development  

Corporation、Topcon Optical  

(Dongguan) Technology Ltd. 

㈱トプコンソキアポジショニング

ジャパン、㈱トプコンサービス、 

Topcon Singapore Positioning  

Sales Pte. Ltd.、 

Topcon (Beijing)  

Opto-Electronics Development  

Corporation、Topcon Sokkia  

India Private Limited、Topcon  

Positioning Middle East and  

Africa FZE 

[ポジショニング・カンパニー]     

測量用ＧＮＳＳ（ＧＰＳ＋ＧＬＯＮＡ

ＳＳ＋ＧＡＬＩＬＥＯ）受信機、ＧＩ

Ｓ用ＧＮＳＳ受信機、ＧＮＳＳリファ

レンスステーションシステム、土木施

工用マシンコントロールシステム、精

密農業用マシンコントロールシステ

ム、アセットマネジメントシステム 

Topcon Positioning Systems,  

Inc. 

Topcon Positioning Systems,  

Inc.、Topcon Europe  

Positioning B.V. 

[アイケア・カンパニー]     

３次元眼底像撮影装置、眼底カメラ、

無散瞳眼底カメラ、眼科用レーザ光凝

固装置、ノンコンタクトタイプトノメ

ーター、スリットランプ、手術用顕微

鏡、スペキュラーマイクロスコープ、

眼科検査データファイリングシステム

ＩＭＡＧＥｎｅｔ、眼科電子カルテシ

ステムＩＭＡＧＥｎｅｔ ｅカルテ、

ウェーブフロントアナライザー、レン

ズエッジャー、視力検査装置、ビノビ

ジョンアナライザー、オートレフラク

トメータ、オートケラトレフラクトメ

ータ、レンズメータ、屈折検査システ

ム 

㈱トプコン山形、㈱オプトネクサ

ス、Topcon Medical Laser  

Systems, Inc.、Topcon Optical  

(Dongguan) Technology Ltd.、 

Topcon (Beijing)  

Opto-Electronics Development  

Corporation 

㈱トプコンメディカルジャパン、

㈱トプコンビジョンケアジャパ

ン、㈱オプトネクサス、㈱トプコ

ンサービス、Topcon Medical  

Systems, Inc.、Topcon Medical  

Laser Systems, Inc.、Topcon  

Europe Medical B.V.、Topcon  

Singapore Medical Pte. Ltd. 
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事業の系統図は次のとおりであります。 
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４ 【関係会社の状況】 
  

 

名称 住所 
資本金 

又は出資金 
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
(被所有)割合 

関係内容 摘要所有 
割合 
(％) 

被所有
割合 
(％) 

(連結子会社)               

㈱ソキア・トプコン 東京都板橋区 400
スマートインフ
ラ・カンパニー 

100.0  

当社のスマートインフラ・カンパ
ニー製品の一部を製造。なお当社
所有の建物の一部を賃借しており
ます。 
当社役員３人がその会社の役員を
兼任しております。 

※１

㈱トプコン山形 山形県山形市 371
アイケア・カン
パニー 

100.0  

当社のアイケア・カンパニー製品
の一部を製造。 
当社役員１人及び従業員２人がそ
の会社の役員を兼任しておりま
す。 

※１

㈱オプトネクサス 福島県田村市 263

スマートインフ
ラ・カンパニー 
アイケア・カン
パニー 

100.0  

当社のスマートインフラ・カンパ
ニー製品、アイケア・カンパニー
製品の一部を製造。 
当社従業員３人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

㈱トプコンソキアポジ 
ショニングジャパン 

東京都板橋区 269
スマートインフ
ラ・カンパニー 

100.0  

当社のスマートインフラ・カンパ
ニー製品を販売。なお当社所有の
建物の一部を賃借しております。 
当社役員１人及び従業員２人がそ
の会社の役員を兼任しておりま
す。 

※１
※３

㈱トプコン 
メディカルジャパン 

東京都板橋区 100
アイケア・カン
パニー 

100.0  

当社のアイケア・カンパニー製品
を販売。なお当社所有の建物の一
部を賃借しております。 
当社役員１人及び従業員３人がそ
の会社の役員を兼任しておりま
す。 

  

㈱トプコンビジョンケア 
ジャパン 

東京都板橋区 100
アイケア・カン
パニー 

90.0  

当社のアイケア・カンパニー製品
を販売。なお当社所有の建物の一
部を賃借しております。 
当社役員１人及び従業員２人がそ
の会社の役員を兼任しておりま
す。 

  

㈱トプコンサービス 東京都板橋区 57

スマートインフ
ラ・カンパニー 
アイケア・カン
パニー 

100.0  

当社製品のアフターサービス。な
お当社所有の建物の一部を賃借し
ております。 
当社役員３人及び従業員１人がそ
の会社の役員を兼任しておりま
す。 

  

㈱トプコン 
テクノハウス 

東京都板橋区 55 精密計測事業 100.0  

当社の精密計測製品の販売・アフ
ターサービス。なお、当社所有の
建物の一部を賃借しております。 
当社役員１人及び従業員１人がそ
の会社の役員を兼任しておりま
す。 

  

Topcon America  
Corporation 

Oakland  
New Jersey  
U.S.A. 

千US$
85,000

ポジショニン
グ・カンパニー 
アイケア・カン
パニー 

100.0  

Topcon Positioning Systems,  
Inc.及びTopcon Medical  
Systems, Inc.等の持株会社。 
当社役員１人及び従業員１人がそ
の会社の役員を兼任しておりま
す。 

※１

Topcon Positioning  
Systems, Inc. 

Livermore  
California  
U.S.A. 

千US$
58,905

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 

当社のポジショニング・カンパニ
ー製品の販売及びマシンコントロ
ールシステム、精密GPS受信機の製
造・販売。 
当社役員１人及び従業員２人がそ
の会社の役員を兼任しておりま
す。 

※１
※３

Cacioppe  
Communications  
Companies, Inc. 

Niles  
Michigan  
U.S.A. 

千US$
1

ポジショニン
グ・カンパニー 

60.2
(60.2)

 
当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 

  

Bunce Industries, LLC 
Stow  
Massachusetts  
U.S.A. 

千US$
3,000

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 
当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 

  

Bunce Shoring, LLC 
Concord, NH 
U.S.A. 

千US$
0

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 
当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 

  

New England  
Positioning  
Systems, LLC 

Concord  
New Hampshire  
U.S.A. 

千US$
0

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 
当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 
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名称 住所 
資本金 

又は出資金 
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
(被所有)割合 

関係内容 摘要所有 
割合 
(％) 

被所有
割合 
(％) 

New England  
Cornet, LLC 

Stow  
Massachusetts  
U.S.A. 

千US$
0

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 
当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 

  

Mid-Atlantic  
Positioning  
Systems, LLC 

Annapolis  
Maryland  
U.S.A. 

千US$
0

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 
当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 

  

Blackmore  
Distribution  
Companies, Inc. 

Stow  
Massachusetts  
U.S.A. 

千US$
0

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 
当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 

  

Topcon Medical  
Systems, Inc. 

Oakland  
New Jersey  
U.S.A. 

千US$
16,094

アイケア・カン
パニー 

100.0
(100.0)

 

当社のアイケア・カンパニー製品
を販売。 
当社役員１人及び従業員１人がそ
の会社の役員を兼任しておりま
す。 

※１

Topcon Canada, Inc. 
Boisbriand  
Canada 

千CAN$
3,872

アイケア・カン
パニー 

100.0
(100.0)

 

当社のアイケア・カンパニー製品
を販売。 
従業員１人がその会社の役員を兼
任しております。 

  

Topcon Medical Laser  
Systems, Inc. 

Santa Clara, 
California  
U.S.A. 

千US$
10,000

アイケア・カン
パニー 

100.0
(100.0)

 

当社のアイケア・カンパニー製品
を製造。 
当社役員１人及び従業員１人がそ
の会社の役員を兼任しておりま
す。 

  

TOPCON BRASIL 
EQUIPAMENTOS MÉDICOS E 
DE POSICIONAMENTO LTDA. 

São Paulo, 
Brazil 

千BRL
10

ポジショニン
グ・カンパニー 
アイケア・カン
パニー 

100.0
(100.0)

 
当社のポジショニング・カンパニ
ー製品、アイケア・カンパニー製
品を販売。 

  

TOPCON 3D Inspection  
Laboratories Inc. 

Quebec  
Canada 

千US$
150

精密計測事業 
100.0

(100.0)
 

当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Topcon Europe B.V. 
Capelle  
Netherlands 

千EUR
5,437

ポジショニン
グ・カンパニー 
アイケア・カン
パニー 

100.0  

Topcon Europe Positioning B.V. 
及びTopcon Europe Medical B.V. 
等の持株会社。 
当社役員１人及び従業員１人がそ
の会社の役員を兼任しておりま
す。 

  

Topcon Europe  
Positioning B.V. 

Capelle  
Netherlands 

千EUR
18

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 

当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 
当社役員１人及び従業員１人がそ
の会社の役員を兼任しておりま
す。 

  

Topcon Europe  
Medical B.V. 

Capelle  
Netherlands 

千EUR
18

アイケア・カン
パニー 

100.0
(100.0)

 

当社のアイケア・カンパニー製品
を販売。 
当社役員１人がその会社の役員を
兼任しております。 

※１

IBS Lasertechnik  
G.m.b.H. 

Hamburg  
Germany 

千EUR
25

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 

当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Topcon Deutschland  
G.m.b.H. 

Willich  
Germany 

千EUR
2,812

ポジショニン
グ・カンパニー 
アイケア・カン
パニー 

100.0
(100.0)

 
当社のポジショニング・カンパニ
ー製品、アイケア・カンパニー製
品を販売。 

  

Topcon S.A.R.L. 
Clichy Cedex  
France 

千EUR
1,372

ポジショニン
グ・カンパニー 
アイケア・カン
パニー 

100.0
(100.0)

 
当社のポジショニング・カンパニ
ー製品、アイケア・カンパニー製
品を販売。 

  

Topcon España,S.A. 
Barcelona  
Spain 

千EUR
961

アイケア・カン
パニー 

100.0
(100.0)

 
当社のアイケア・カンパニー製品
を販売。 

  

Topcon Scandinavia A.B. 
Molndal  
Sweden 

千SKR
5,250

アイケア・カン
パニー 

100.0
(100.0)

 
当社のアイケア・カンパニー製品
を販売。 

  

Topcon(Great Britain) 
Ltd. 

Newbury  
Berkshire  
U.K. 

千￡
2,500

ポジショニン
グ・カンパニー 
アイケア・カン
パニー 

100.0
(100.0)

 

当社のポジショニング・カンパニ
ー製品、アイケア・カンパニー製
品を販売。 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Topcon Polska Sp.Zo.o. 
Warszawska  
Poland 

千PLN
1,330

アイケア・カン
パニー 

100.0
(100.0)

 
当社のアイケア・カンパニー製品
を販売。 

  

Sokkia B.V. 
Capelle  
Netherlands 

千EUR
10,373

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Sokkia N.V. 
Brussels  
Belgium 

千EUR
198

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 

当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 
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名称 住所 
資本金 

又は出資金 
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
(被所有)割合 

関係内容 摘要所有 
割合 
(％) 

被所有
割合 
(％) 

TIERRA S.P.A. 
Torino  
Italy 

千US$
2

ポジショニン
グ・カンパニー 

50.1
(50.1)

 
当社のスマートインフラ・カンパ
ニー製品の一部を開発。 

  

GEOTOP s.r.l. Ancona, Italy 
千EUR

46
ポジショニン
グ・カンパニー 

99.9
(99.9)

 

当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

GEOPRO s.r.l. Ancona, Italy 
千EUR

10
ポジショニン
グ・カンパニー 

51.0
(51.0)

  ────────────   

Topcon Positioning  
Iberia, S.L. 

Madrid  
Spain 

千US$
0

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 

当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Topcon Positioning  
Spain, S.L. 

Madrid  
Spain 

千US$
0

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 

当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Topcon Positioning  
Portugal, L.D.A. 

Lavos  
Portugal 

千US$
0

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 

当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Topcon Positioning  
Canarias, S.L. 

Santa Cruz  
de Tenerife  
Spain 

千US$
0

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 

当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Dynaroad Oy 
Helsinki,  
Finland 

千EUR
14

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

  ────────────   

Shanghai Topcon-Sokkia 

Technology and Trading 

Co., Ltd. 

Shanghai,  
China 

千US$
1

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 

当社のポジショニング・カンパニ
ー製品を販売。 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

TOPFLOOR S.r.l. Modena, Italy 
千EUR
100

ポジショニン
グ・カンパニー 

50.1
(50.1)

  ────────────   

Topcon Singapore  
Holdings.Pte.Ltd. 

Pacific Tech 
Centre, 
Singapore  

千US$
1,121

スマートインフ
ラ・カンパニー 
アイケア・カン
パニー 

100.0  

Topcon Singapore Positioning  
Pte.Ltd.及びTopcon Singapore  
Medical Pte.Ltd.の持株会社。 
当社役員１人及び従業員３人がそ
の会社の役員を兼任しておりま
す。 

  

Topcon Singapore  
Medical Pte.Ltd. 

Pacific Tech 
Centre, 
Singapore  

千US$
4,000

アイケア・カン
パニー 

100.0
(100.0)

 

当社のアイケア・カンパニー製品
を販売。 
当社役員１人がその会社の役員を
兼任しております。 

  

Topcon Singapore  
Positioning Pte.Ltd. 

Pacific Tech 
Centre, 
Singapore  

千US$
3,000

スマートインフ
ラ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 

Topcon Singapore Positioning  
Sales Pte.Ltd.及び 
Sokkia Singapore Positioning  
Sales Pte.Ltd.等の持株会社。 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Topcon Singapore  
Positioning Sales  
Pte.Ltd. 

Pacific Tech 
Centre, 
Singapore  

千US$
1,000

スマートインフ
ラ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 

当社のスマートインフラ・カンパ
ニー製品を販売。 
当社従業員２人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Sokkia Singapore  
Positioning Sales  
Pte.Ltd. 

Pacific Tech 
Centre, 
Singapore  

千US$
1,000

スマートインフ
ラ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 

当社のスマートインフラ・カンパ
ニー製品を販売。 
当社従業員２人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Sokkia Singapore  
Pte. Ltd. 

Haw Par  
Technocentre  
Singapore 

千S$
1,125

スマートインフ
ラ・カンパニー 

100.0
(100.0)

  ────────────   

Topcon Sokkia India  
Pvt. Ltd. 

Noida  
India 

千Rp
7,500

スマートインフ
ラ・カンパニー 

100.0  

当社のスマートインフラ・カンパ
ニー製品を販売。 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Topcon Optical 
(H.K.)Ltd. 

Shatin, N.T.  
Hong Kong 

千HK$
24,251

スマートインフ
ラ・カンパニー 
アイケア・カン
パニー 
光デバイス事業 

100.0  

当社のスマートインフラ・カンパ
ニー製品、アイケア・カンパニー
製品、光デバイス製品を販売。 
当社役員２人及び従業員１人がそ
の会社の役員を兼任しておりま
す。 
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(注) １．主要な事業の内容欄には、主にセグメントの名称を記載しております。 

２．※１ 特定子会社に該当します。 

３．※２ 有価証券報告書を提出しております。 

４．※３ 次の２社については、売上高(連結会社間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が100分の10

を超えております。 

      主要な損益情報等 

Topcon Positioning Systems, Inc. 

㈱トプコンソキアポジショニングジャパン 

５．議決権の所有割合の(  )内は、間接所有割合で内数であります。 

６．関係内容欄には、平成26年３月31日現在の当社との関係を記載しております。また、当社役員の人数には執

行役員も含めて記載しております。 

 

名称 住所 
資本金 

又は出資金 
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
(被所有)割合 

関係内容 摘要所有 
割合 
(％) 

被所有
割合 
(％) 

Topcon(Beijing) 
Opto-Electronics  
Development  
Corporation 

Beijing  
China 

千人民元
33,108

スマートイン
フ ラ・カ ン パ
ニー 
ア イ ケ ア・カ
ンパニー 

75.0  

当社のスマートインフラ・カンパ
ニー製品、アイケア・カンパニー
製品の一部を製造。 
当社役員１人及び従業員３人がそ
の会社の役員を兼任しておりま
す。 

  

Topcon  
Optical(Dongguan) 
Technology Ltd. 

Guangdong  
Province  
China 

千US$
12,000

スマートインフ
ラ・カンパニー 
アイケア・カン
パニー 
光デバイス事業 

90.0
(90.0)

 

当社のスマートインフラ・カンパ
ニー製品、アイケア・カンパニー
製品、光デバイス製品の一部を製
造。 
当社従業員４人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Sokkia Korea Co., Ltd. 
Seoul  
Korea 

千W
2,041,700

スマートインフ
ラ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 

当社のスマートインフラ・カンパ
ニー製品を販売。 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

TPS Australia  
Holdings Pty Ltd. 

Mawson  
Lakes SA  
Australia 

千US$
10,901

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 

Topcon Precision Agriculture  
Pty Ltd.及びTopcon Positioning  
Systems(Australia) Pty.Ltd.の持
株会社。 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Topcon Precision  
Agriculture Pty Ltd. 

Mawson  
Lakes SA  
Australia 

千US$
10,901

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Topcon Positioning  
Systems(Australia) 
Pty.Ltd. 

Coorparoo  
QLD  
Australia 

千US$
0

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

 
当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

KEE Technologies  
Africa(Pty)Ltd. 

Johannesburg  
South Africa 

千ZAR
9

ポジショニン
グ・カンパニー 

100.0
(100.0)

  ────────────   

Topcon HK(BD)Ltd. 
Chittagong  
Bangladesh 

千HK$
5,265

光デバイス事業 
90.0

(90.0)
 

当社従業員１人がその会社の役員
を兼任しております。 

  

Topcon Positioning  
Middle East and  
Africa FZE 

Dubai  
UAE 

千US$
1,089

スマートインフ
ラ・カンパニー 

100.0  
当社のスマートインフラ・カンパ
ニー製品を販売。 

  

(持分法適用関連会社)               

計４社               

(その他の関係会社)               

㈱東芝 東京都港区 439,901
電気機械器具等
の製造販売 

 
30.4
(0.3)

その会社の２人が役員として転籍
しております。 

※２

 

(1) 売上高 36,855百万円

(2) 経常利益 5,657百万円

(3) 当期純利益 3,370百万円

(4) 純資産額 18,917百万円

(5) 総資産額 45,810百万円
 

(1) 売上高 11,824百万円

(2) 経常利益 1,423百万円

(3) 当期純利益 864百万円

(4) 純資産額 2,355百万円

(5) 総資産額 6,792百万円
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５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成26年３月31日現在 

(注)  上記の従業員数は、正規従業員の稼動人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成26年３月31日現在 

  

(注) １．上記の従業員数は、正規従業員の稼動人員であります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合はトプコン労働組合と称し、上部団体には加盟しておりません。平成26年３月31日現在の組合員

数は417人で、労使間には特記すべき事項はありません。 

  

 

セグメントの名称 従業員数(人) 

スマートインフラ・カンパニー 1,065 

ポジショニング・カンパニー 1,204 

アイケア・カンパニー 1,222 

その他 486 

合計 3,977 
 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

763 42.4 16.2 7,501,502 
 

セグメントの名称 従業員数(人) 

スマートインフラ・カンパニー 440 

アイケア・カンパニー 323 

合計 763 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当年度における経済環境は、欧州では財政不安の長期化により景気が悪化しており、一方、米国では、この欧州

の影響を受けながらも、内需を中心に景気は回復をみせております。中国等の新興国群では、各国で状況は異なる

ものの景気は減速基調を示しております。 

日本においては、政府経済対策による公的需要や、円安による輸出環境の好転等が牽引となり、景気は順調な回

復が続きました。 

  

このような経済環境にあって当社グループは、独創的な発想による新規事業の開拓を加速し利益ある持続的成長

を実現するため、“Creativity & Growth”「創造力と成長」をスローガンに、構造改革から成長戦略へと軸足を移

し、“TOPCON WAY”の思想に基づいた企業風土の改革に取り組んでまいりました。 

  

こうした中で、当年度の、当社グループの［連結］業績は、次のようになりました。 

  

売上高は、日本・米国・欧州での増加や為替の影響等により１，１６６億８千５百万円となり、前年度と比べ 

１９．９％の増収となりました。 

利益面では、売上高の増加や原価低減の効果、及び為替の影響等により、営業利益は１１７億３千万円（前年度

と比べ１２４．９％の増益）、経常利益は１１３億円（前年度と比べ２２５．５％の増益）となりました。この結

果、当期純利益は５９億６千３百万円（前年度と比べ５４億５千２百万円の増益）となり、前年度と比べ大幅に改

善いたしました。 

  

セグメント毎の業績は、次のとおりであります。 

  

スマートインフラ・カンパニーでは、日本および中国が伸長したことにより、売上高は３４６億２千１百万円と

なり、前年度と比べ１６．０％の増収となりました。営業利益は、この売上高の増加等により５２億１百万円の利

益となり、前年度と比べ２６．１％の増益となりました。 

  

ポジショニング・カンパニーでは、欧米が堅調に推移したことにより、売上高は４８９億５千９百万円となり、

前年度と比べ２９．４％の増収となりました。営業利益は、この売上高の増加や原価低減の効果等により４５億１

千４百万円の利益となり、前年度と比べ２１９．４％の増益となりました。 

  

アイケア・カンパニーでは、欧米及びアジアが堅調に推移したことにより、売上高は３８７億３千６百万円とな

り、前年度と比べ２４．７％の増収となりました。営業利益は、この売上高の増加や原価低減の効果等により４０

億３百万円の利益となり、前年度と比べ１５６．０％の増益となりました。 

  

(2) 当年度のキャッシュ・フローに関する分析 

当年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、固定資産の取得による支出や借入金の返済によ

る支出等による「資金」の減少により、前年度末に比べ、１８億５千４百万円減少し、１５０億２千９百万円とな

りました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当年度における営業活動による「資金」の増加は、８１億３千２百万円（前年度は３４億７千４百万円の増加）

となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益１０５億５千２百万円に減価償却費３８億３百万円及びのれ

ん償却額１７億８千２百万円を加算した収入や、売上債権の増加１９億２千３百万円や法人税等の支払額２３億７

千４百万円の支出等によるものであります。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当年度における投資活動による「資金」の減少は、３５億３千２百万円（前年度は１６億１千１百万円の減少）

となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出２２億１百万円及び無形固定資産の取得による支出 

１８億７千９百万円等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当年度における財務活動による「資金」の減少は、６８億７千７百万円（前年度は９億７千６百万円の増加）と

なりました。これは主に、長期借入れによる収入８０億１千９百万円や、短期借入金の減少１６億８百万円及び長

期借入金の返済による支出１２０億３百万円等によるものであります。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注)  金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社は見込生産を主体としているため、受注状況の記載を省略しております。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １  セグメント間の取引については、内部売上高を含めて表示しております。 

２  上記の金額は、消費税等を含んでおりません。 

  

 

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年度比(％) 

スマートインフラ・カンパニー 30,763 ＋8.5 

ポジショニング・カンパニー 30,421 ＋18.6 

アイケア・カンパニー 41,290 ＋23.9 

その他 5,680 △27.6 

合計 108,156 ＋13.7 
 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年度比(％) 

スマートインフラ・カンパニー 34,621 ＋16.0 

ポジショニング・カンパニー 48,959 ＋29.4 

アイケア・カンパニー 38,736 ＋24.7 

その他 6,625 △28.5 

内部取引消去 △12,258 ― 

合計 116,685 ＋19.9 
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３ 【対処すべき課題】 

当社は、平成２５年度の中期経営計画において、以下の中期基本方針、中期基本戦略を策定しております。 

  

［中期基本方針］ 

  

独創的な発想による新規事業の開拓を加速し、利益ある持続的成長を実現する、真のグローバルトップを目指す。 

  

［中期基本戦略］ 

  

１．新規事業の開拓、基盤事業の強化、破壊的戦略商品の上市に最注力し、成長市場での事業拡大を図る。 

２．グローバル人材を積極的に活用し、組織の活性化を図る。 

３．品質と両立する原価低減活動を推進し、コスト競争力の強化を図る。 

４．資産効率を高め、利益ある持続的成長を支えるフリーキャッシュフローの最大化を図る。 

  

４ 【事業等のリスク】 

事業の状況、経理の状況等に関する事項で、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は、以下のとお

りであります。 

  

(1) 製品需要に関する経済状況について 

当社グループは、主たる事業として、スマートインフラ・カンパニー、ポジショニング・カンパニー、アイケ

ア・カンパニーの３つの事業を展開しております。製品に対する需要においては、それぞれのカンパニーの属する

市場動向(土木建設市場、眼科医療市場等)の影響を受けるため、その市場に大きな変動があるような場合には、当

社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社グループは海外売上高比率が高く、日本国内のほか、米国、欧州、アジア、中国等、世界に向けて販

売していることから、各地域の経済状況は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

(2) 海外への事業展開について 

当社グループは、製品の輸出及び海外における現地生産等、広く海外活動を展開しております。このため、海外

での政治や経済情勢の悪化や、貿易・外貨規制、法令・税制の改革、治安悪化、紛争テロ、戦争、災害等の発生

は、海外での事業活動に支障をきたし、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 競合(価格／非価格競争)の激化について 

当社グループは、各カンパニーにおいて、同種の製品を供給する競合が存在しております。競争優位にたてるよ

う、新製品の逸早い市場の投入や、新技術の開発、コスト削減等を推進しておりますが、新製品開発の遅延や新技

術開発の長期化、原材料価格の高騰等が発生した場合には成長性や収益性を低下させ当社グループの財政状態及び

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 金利・為替等の金融市場の状況変化について 

当社グループは、連結売上高に占める海外売上高比が高く、為替相場変動リスクに晒されているため、実需の範

囲内での先物為替予約により適切な為替ヘッジを行っておりますが、急激な為替相場の変動が生じた場合には、当

社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、金融機関からの借入金については、

金利変動のリスクに晒されており、金融市場の状況の変化により金利が著しく上昇した場合には、支払金利の増加

により当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(5) 資金調達について 

当社グループは、必要な資金の調達は金融機関からの借入により行っております。今後、金融市場の悪化や当社

経営成績等により、借入の継続および新規借入を行えなくなった場合には、当社グループの財政状態及び経営成績

に影響を及ぼす可能性があります。 
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また、当社は、金融機関との間でシンジケート・ローン契約を締結しており、下記財務制限条項の遵守を確約し

ております。万一、本条項に抵触し、かつ期限の利益喪失の権利を行使しない旨の同意が多数貸付人から得られな

かった場合には、シンジケート・ローン契約上の全ての債務について期限の利益を喪失し、当社グループの財政状

態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

※シンジケートローンの財務制限条項(要約) 

①各事業年度末の連結貸借対照表上の純資産の金額から為替換算調整勘定を控除した金額を、平成22年３月期の連

結貸借対照表上の純資産の金額の75％以上に維持する。 

②各事業年度末の連結損益計算書上の営業損益を２期連続して赤字としない。 

  

(6) 新規事業戦略について 

当社グループでは、将来の成長のために新規事業への取り組みを随時検討しておりますが、新規事業は不確定要

素が多く、計画通り達成できなかった場合は、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

(7) 固定資産について 

当社グループでは、有形固定資産や企業買収等によって取得したのれん等の無形固定資産を保有しております。

これらの固定資産について、収益性の低下や時価の下落等に伴い資産価値が低下した場合は、減損損失の発生や売

却時での売却損の発生により、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(8) 資材等調達について 

当社グループにおける生産活動において、一部特殊な材料を使用する場合、外注先が限られているものや外注先

の切替が困難なものがあります。これらについて供給遅延等が生じた場合には購入費用が増加したり、生産の遅延

等により、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(9) 品質問題について 

当社グループでは、製品の特性に応じて最適な品質が確保できるよう、全力をあげて品質管理に取り組んでいま

すが、予期せぬ事情によりリコール、訴訟等に発展する品質問題が発生する可能性が皆無とはいえず、当社グルー

プの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(10)知的所有権について 

当社グループは、研究開発活動上様々な知的所有権を使用しており、それらは当社所有のものであるかあるいは

適法に使用許諾を受けたものであると認識しておりますが、当社の認識の範囲外で第三者から知的所有権に関する

侵害訴訟を提訴される可能性があります。知的所有権を巡っての係争が発生した場合には、当社グループの財政状

態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(11)法的規制について 

当社グループの生産する製品のうちアイケア・カンパニーの一部製品は、医療用具として日本国の薬事法のほ

か、関係各国の医療用具に関する法的規制を受けており、これらの規制が変更された場合には、当社グループの財

政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(12)自然災害、事故等について 

当社グループが事業展開している地域において、予期せぬ火災、地震、テロ、戦争、疫病等の人災、天災が発生

した場合には、人的、物的損害や事業活動の停止等により、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。 

  

(13)季節的変動について 

当社グループの業績は、第４四半期に偏重する傾向があります。 

  

 

― 15 ―



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループは、世界市場におけるVOC（Voice Of Customer、顧客の声）を捉え、本社研究部門、技術部門、並び

に米国連結子会社であるTopcon Positioning Systems, Inc.及びTopcon Medical Laser Systems, Inc.の各技術部門

等で、積極的な研究開発活動を行なっております。また、新技術の早期確立のために、内外の外部研究機関との交流

を活発に行なっております。特に広帯域波長に対応できる光学技術、GNSS技術、OCT技術、画像処理技術等をコアコン

ピタンスとして研究開発に注力し、各事業分野における技術アドバンテージの強化を目指しております。 

当年度におけるグループ全体の研究開発費は、91億８千４百万円(前年度比＋11.7％の増加)であり、セグメント毎

の研究目的、研究成果、及び研究開発費は次のとおりであります。 

  

(1) スマートインフラ・カンパニー 

スマートインフラ・カンパニーは、自社保有技術の高度化・高機能化への研究開発並びに製品開発を鋭意継続す

ると共に、他に類を見ない高付加価値差異化商品を他社に先駆け市場に投入すべく、新たな技術の研究開発と、そ

のIT応用に関する研究開発を行なっております。 

当年度における研究成果は次のとおりであり、当セグメントに係わる研究開発費は、21億９千９百万円でありま

す。 

  

・1人で誰でも簡単に素早く杭打ち作業を行えるレイアウトナビゲーター LN-100を発売しました。 

LN-100は、土木・建築現場における測量作業の中で大きな比重を占める杭打ち作業に着目して開発された、全く

新しいコンセプトの製品です。弊社がトータルステーションで培った多くの技術を採用することで、「1人で誰で

も簡単に素早く」を実現しました。また、コントローラはAndroid端末とし、誰にでも簡単に使いこなすことがで

きる、シンプルなメニューで直観的に操作できるソフトウェアも開発いたしました。 

LN-100は、測量作業の効率を向上させ、土木・建築業界にイノベーションをもたらす製品です。 

・ビル、トンネル、ダム、橋梁、軌道などのインフラ設備や、鉱山、斜面などに対して、防災・減災を目的とした

変位計測（動態変位監視）用の自動測定機としてTopcon MS05AXII・MS1AXIIおよびSokkia NETAXII・NET1AXIIを

発売しました。新しいMSシリーズ、NETシリーズでは、世界最高クラスの測距測角性能はそのままに、長期間にわ

たって連続測定を行う変位計測に必要な耐環境性能や耐久性を強化しました。また、トータルステーションと同

様にクラウドサービスを活用した世界初のユーザーサポートシステム TSshield（ティーエスシールド）を搭載。

信頼性を向上した製品です。 

・弊社製品Mobile Mapping System IP-S2 Liteの活用促進および利用範囲拡大を目的として、撮影した360°移動映

像データをWebサイトやデジタルサイネージ、プロモーションビデオのコンテンツとして活用できるサービスを開

始しました。360VRとは、IP-S2 Liteで撮影した360°移動映像をベースにし、アクセスMapや施設紹介、観光案

内、商店街案内、不動産案内など多用途への利用展開が可能な空間情報コンテンツです。従来、撮影した画像か

らこうしたコンテンツを制作する為には専門的知識と技術が要求されておりましたが、そのノウハウと技術をソ

フトパッケージ化し、 Maker-A として提供しています。広告制作業界を中心に360VRを取り扱っていただける

「360パートナー」を広く募集しています。360パートナー様には「Maker-A」を提供し、360VRコンテンツ制作業

務を実施していただき普及を図ります。 

  

(2) ポジショニング・カンパニー 

ポジショニング・カンパニーは、最先端のGNSSコア技術、マシンコントロール（MC）技術、IMU応用技術、精密農

業技術、土地測量応用技術、ウェブ・クラウドコンピューティング技術を基幹として、4事業分野に幅広い製品とサ

ービスを提供するために世界の12拠点で研究開発活動を展開しています。当年度はクラウドコンピューティングの

開発体制をさらに強化、多様なウェブアプリケーションサービスの統合と拡張を実現することで中核事業における

利益拡大に貢献しています。さらに保有技術のリファクタリング（Refactoring）を推進、次世代ASIC開発や省力

化・小型化、高密度集積化、高度アルゴリズムの最適化といった基幹技術の改革に取り組んでおります。 

当年度における研究成果は次のとおりであり、当セグメントに係わる研究開発費は、35億６千３百万円でありま
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す。 

  

・当社GNSSのフラグシップモデルに第三世代Vanguard Technologyを搭載した新規GR-5を発売しました。Vanguard 

Technologyの搭載によって226ユニバーサルチャンネルでの受信が可能となり、農業分野での応用が一般化されて

いるL-BAND受信はもとよりGalileo およびBeidouといった新測位システムの受信にも対応しています。今後2年の

間にGNSS測地技術を利用したすべての当社製品でVanguard Technologyを採用する製品開発を推進していきます。

・土木建設企業向け現場管理ウェブアプリケーションサービス Sitelink3D Enterpriseを発売しました。

Sitelink3D Enterprise は当社MCのフラグシップである3DMCシステムからの作業進捗状況を施工者や現場監督、

他の現場作業者にリアルタイムで共有するだけでなく、現場作業の状況に応じて作業工程の見直しや再見積も

り、再発注といった業務を時間軸上で管理運営できるウェブアプリケーションサービスです。大型土木開発の最

適化やコストダウンを考えている開発者と施工者への強力な統合型サービスとして期待されています。 

・当社マシンオートメーション事業の領域を拡大しマーケットシェアを押し上げるために、未だMCシステムを導入

していないユーザーや新興国への普及を目的として、低価格の3次元ガイダンスシステムを新たに発売しました。

本システムの開発においては、GNSS Vanguard Technology を搭載するなど技術応用面で妥協することなく、各セ

ンサやコントローラの性能・信頼性は最先端かつ高付加価値製品と同様の品質を保証しています。また新たに開

発したコントローラは、Sitelink3D Enterpriseに接続することが可能であり、低価格システムを導入後に広範囲

の現場管理や情報通信型ソリューションを追及されるユーザーへ更なる生産性の向上を提供することが可能で

す。 

・精密農業分野ではトラクタの全自動ステアリングもしくはガイダンスシステムの製品ポートフォリオを強化する

ために、新たにX30、X14 というコンソールユニット（トラクタに搭載するコンピュータディスプレイ）を発売し

ました。両製品ともアフターマーケットのみならずOEM事業向けの共通プラットフォームとして完成、特にX30は

精密農業の多角化を支援するソフトウェアアプリケーションSUNRISEシリーズと同時に発売することで大幅な増収

に寄与しています。また当年度はウェブアプリケーションサービスの開発にも着手しており、土木測量分野で成

功したMAGNETサービスとの融合、さらには農業作物のIT管理を提供するSGISソフトウェアへ応用することで情報

化精密農業時代へ向けたサービスを提供して参ります。 

  

(3) アイケア・カンパニー 

アイケア・カンパニーは、“人の目の健康への貢献”、特にQuality of Vision（見え方の質）の向上を目指し、

眼科医向け及び眼鏡店向けの検査・診断用機器、治療機器、そのIT応用に関する研究開発を行っております。 

当年度における研究成果は次のとおりであり、当セグメントに係わる研究開発費は、30億４千６百万円でありま

す。 

  

・LED光源の搭載に対応したスリットランプ SL-D701を発売しました。従来のハロゲンランプに加え、新たに白色

LEDを照明光源として採用しました。白色LEDは、短波長成分を多く含むという特性から、透光体における散乱光

が増加し、視認性が向上するといわれています。また、長寿命の光源ですので、診察時間中のランプ交換が発生

する頻度は大幅に低減します。 

・中心パノラマ撮影機能を搭載したスペキュラーマイクロスコープSP-1Pを発売しました。オートアライメント、タ

ッチパネルインターフェース及び可動式モニタを備え、簡単操作と設置場所を選ばない高い自由度を実現しまし

た。オートアライメントは器械の操作に習熟を必要とせず、角膜内皮細胞という厳密なアライメントが求められ

る対象を、簡単な操作で短時間に撮影することを可能にしています。SP-1Pに搭載される中心パノラマ撮影は、当

社従来機種に対して二倍以上の範囲の角膜内皮細胞を解析できるため、細胞密度をはじめとする算出結果の信頼

性の向上に寄与します。 

・4つの測定機能を1台に搭載した新型オートケラトレフラクトトノメータ TRK-2Pを発売しました。レフ測定、ケラ

ト測定、眼圧測定、角膜厚測定を1台で行う器械であり、コントロールパネルに映った瞳孔中心付近をタッチする

だけの簡単操作に加え、左右の眼の測定を自動で行うフルオート機能を搭載し、簡単でスピーディに4種類の測定

を行います。4種類のマルチ測定を1台で行い、加えて自由に測定ポジションを取ることが可能なコントロールパ

ネルの採用により、限られた検査スペースにフィットします。 
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・熟練不要の無散瞳眼底カメラ TRC-NW400を発売しました。オートアライメント・オート撮影機能に加え、タッチ

パネル操作により熟練不要で簡単に眼底写真の撮影が出来ます。また、PCを必要としないスタンドアロンの使用

も可能で、移動健診等にも最適な装置です。近年の糖尿病網膜症や加齢黄斑変性の増加に伴い、眼底スクリーニ

ングの需要が益々高まっている中、当装置により誰でも簡単に眼底写真を撮影することが可能になりました。 

  

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

  

(1) 当年度の資産、負債及び純資産の状況 

資産 

当年度末の資産は、前年度末に比べ６３億１千４百万円増加し、１，３５８億１千８百万円となりました。 

①流動資産 

主に、「売上債権」や「たな卸資産」が増加したこと等により、前年度末に比べ７２億８千万円増加し、９６

３億９千１百万円となりました。 

②固定資産 

主に、「のれん」の減少等により、前年度末に比べ９億６千５百万円減少し、３９４億２千６百万円となりま

した。 

負債 

当年度末の負債は、前年度末に比べ１０億９百万円増加し、８１４億８千９百万円となりました。 

①流動負債 

主に、「短期借入金」の減少等により、前年度末に比べ４６億５千１百万円減少し、５００億１千万円となり

ました。 

②固定負債 

主に、「長期借入金」の増加等により、前年度末に比べ５６億６千万円増加し、３１４億７千８百万円となり

ました。 

純資産 

当年度末の純資産合計は、「退職給付に係る調整累計額」の減少等があったものの、「利益剰余金」や「為替換

算調整勘定」の増加等により、前年度末に比べ５３億５百万円増加し、５４３億２千８百万円となりました。 

  

(2) 経営成績の分析 

「１業績等の概要  (1) 業績」を参照。 

  

(3) キャッシュフローの分析 

「１業績等の概要  (2) 当年度のキャッシュ・フローに関する分析」を参照。 
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第３ 【設備の状況】 

  

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度において実施した当社グループの設備投資の総額は、36億９千２百万円であります。 

各事業セグメント別の設備投資の総額は、スマートインフラ・カンパニーで16億円、ポジショニング・カンパニー

で７億７千６百万円、アイケア・カンパニーで11億９千５百万円であり、その主なものは、ＥＲＰ導入、研究開発、

生産体制の整備、業務効率改善、金型等の更新を目的とした投資であります。 

生産能力に重要な影響を及ぼすような設備の除却、売却等はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

平成26年３月31日現在 

(注) １．帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２．連結会社以外へ貸与中の土地23百万円を含んでおります。 

３．現在休止中の主要な設備はありません。 

４．従業員数の［  ］は、臨時従業員数を外書しております。 

５．上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 
平成26年３月31日現在 

  

(2) 国内子会社 

平成26年３月31日現在 

(注) １．帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２．現在休止中の主要な設備はありません。 

３．従業員数の［  ］は、臨時従業員数を外書しております。 

  

事業所名 
(所在地) 

セグメントの名称 設備の内容 

帳簿価額(百万円) 
従業
員数
(人)

建物 
及び 
構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地 
(面積㎡)

リース 
資産 

その他 合計 

本社工場 
(板橋区) 

スマートインフラ・
カンパニー、アイケ
ア・カンパニー 

全社管理業務
設備 
製造・販売・
研究開発設備 

2,508 167 
  

236 
(21,657)

369 923 4,205 
  

763 
[21]

 

事業所名 
セグメント 
の名称 

設備の内容 台数 リース期間
年間リース料 
(百万円) 

リース契約 
残高(百万円)

本社工場 

スマートインフ
ラ・カ ン パ ニ
ー、アイケア・
カンパニー 

ＥＲＰ関連 一式 ５年 86 224 

設計開発用・事務用
コンピュータ、 
その他 

一式 ３～５年 47 144 

 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 
従業
員数
(人)

建物 
及び 
構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地 
(面積㎡)

リース 
資産 

その他 合計 

㈱ソキア・
トプコン 

本社・工場 
(東京都 
板橋区) 

スマートイ
ンフラ・カ
ンパニー 

製造設備 384 11 
  

1,143 
(40,645)

2 5 1,547 
  
91 
[7]

㈱トプコン
山形 

本社工場 
(山形県 
山形市) 

アイケア・
カンパニー 

製造設備 300 22 
  

331 
(31,580)

5 22 683 
  

233 
[20]

㈱オプトネ
クサス 

本社工場 
(福島県 
田村市) 

スマートイ
ンフラ・カ
ンパニー、
アイケア・
カンパニー 

製造設備 88 136 
  
16 

(14,404)
14 12 268 

  
183 
[11]
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(3) 在外子会社 

平成26年３月31日現在 

(注) １．帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

２．現在休止中の主要な設備はありません。 

３．従業員数の［  ］は、臨時従業員数を外書しております。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

(注)  上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 
従業
員数
(人)

建物 
及び 
構築物

機械装置
及び 
運搬具 

土地 
(面積㎡)

リース 
資産 

その他 合計 

Topcon 
Positioning 
Systems, 
Inc. 

California 
U.S.A. 

ポジショニ
ング・カン
パニー 

製品 
製造・ 
販売設備 

687 483 
 

358 
(383,321)

― 203 1,732 
 

665 
[4]

Topcon 
Europe 
B.V. 

Capelle 
Netherlands 

ポジショニ
ング・カン
パニー、ア
イケア・カ
ンパニー 

販売設備 274 18 
 

63 
(7,511)

― 166 522 
  
40 
[―]

Topcon 
Optical 
(Dongguan) 
Technology 
Ltd. 

Guangdong 
Province 
China 

ポジショニ
ング・カン
パニー、ア
イケア・カ
ンパニー、
光デバイス
事業 

製造設備 ― 552 ― ― 60 612 
  

403 
[－]

 

会社名 事業所名 
セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

投資予定額 
資金調達 

方法 
着手年月 完了予定 

完成後の 

増加能力 総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 

提出 
会社 

本社 
工場 

スマートインフラ・

カンパニー、アイケ

ア・カンパニー    

機械装置

他 
1,137 ― 自己資金 

平成26年 

4月 

平成27年 

3月 

品質改善、

合理化、  

研究開発 

金 型・専

用工具  
816 ― 自己資金 

平成26年 

4月 

平成27年 

3月 
更新 
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第４ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １．有償一般募集(ブックビルディング方式による募集) 

発行価格                    ：１株につき859円 

発行価額(会社法上の払込金額)：１株につき823.56円、総額11,035百万円 

資本組入額                  ：１株につき411.78円、総額5,517百万円 

(注) ２．有償第三者割当(オーバーアロットメントによる売出しに関連した第三者割当増資) 

発行価額(会社法上の払込金額)：１株につき823.56円、総額1,645百万円 

資本組入額                  ：１株につき411.78円、総額822百万円 

割当先                      ：野村證券㈱ 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 160,000,000 

計 160,000,000 
 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成26年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成26年６月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 108,085,842 108,085,842 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は100株でありま
す。 

計 108,085,842 108,085,842 ――― ――― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成25年３月13日(注１) 13,400,000 106,088,342 5,517 15,815 5,517 18,305 

平成25年３月27日(注２) 1,997,500 108,085,842 822 16,638 822 19,127 
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(6) 【所有者別状況】 

平成26年３月31日現在 

(注) １．自己株式71,221株は「個人その他」に712単元及び「単元未満株式の状況」に21株含まれております。 

なお、自己株式71,221株は株主名簿記載上の株式数であり、期末日現在の実質的な所有株式数であります。

２．上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が90単元含まれております。 

  

(7) 【大株主の状況】 

平成26年３月31日現在 

(注) １．大株主は、平成26年３月31日現在の株主名簿に基づくものであります。 

２．上記大株主に記載のあるTAIYO FUND, L.P.は株主名簿上の名義であり、その所有株式の実質保有者はTaiyo 

Fund Management Co.L.L.C.であることを確認しております。 

３．前事業年度末現在で主要株主であったTaiyo Fund Management Co.L.L.C.は、当事業年度末現在では、主要

株主ではなくなりました。 

 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満 
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 
金融商品 
取引業者 

その他の
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 41 38 132 175 3 11,638 12,027 ― 

所有株式数
(単元) 

― 293,614 4,629 345,730 328,055 12 108,466 1,080,506 35,242 

所有株式数
の割合(％) 

― 27.17 0.43 32.00 30.36 0.00 10.04 100.00 ― 
 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社東芝 東京都港区芝浦１丁目１―１号 32,566 30.13 

TAIYO FUND, L.P. 
(常任代理人 シティバンク銀行
株式会社) 

米国、カリフォルニア 
(東京都品川区東品川２丁目３番14号) 

9,475 8.76 

ステート ストリート バンク  
アンド トラストカンパニー  
(常任代理人 香港上海銀行東京
支店) 

米国、マサチューセッツ 
(東京都中央区日本橋３丁目11―１) 

5,803 5.36 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 5,317 4.91 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８―11 5,223 4.83 

第一生命保険株式会社 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社) 

東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 
(東京都中央区晴海１丁目８―12晴海アイラ
ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟) 

4,038 3.73 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口9) 

東京都中央区晴海１丁目８―11 2,906 2.68 

ザ チェース マンハッタン バン
ク エヌエイ ロンドン エス エ
ル オムニバス アカウント 
(常任代理人 株式会社みずほ銀
行決済営業部) 

英国 
(東京都中央区月島４丁目16－13) 

2,125 1.96 

資産管理サービス信託銀行株式
会社 
(証券投資信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８－12晴海トリト
ンスクエアタワーＺ 

1,696 1.56 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 1,464 1.35 

計 ――― 70,618 65.34 
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４．キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニー及びその共同保有者であるキャピタル・イン

ターナショナル・リミテッド及びキャピタル・インターナショナル・インク、キャピタル・インターナショ

ナル・エス・エイ・アール・エル、キャピタル・インターナショナル株式会社から平成26年３月28日付で提

出された大量保有報告書により、平成26年３月20日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けており

ますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況

に含めておりません。 

  なお、大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

  

(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成26年３月31日現在 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数90個が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式21株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成26年３月31日現在 

  

(9) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

(千株) 
株券等保有割合 

(％) 
キャピタル・リサーチ・アン

ド・マネージメント・カンパニ

ー 

米国カリフォルニア州、ロスアンジェルス、サ

ウスホープ・ストリート333 
5,355 4.96 

キャピタル・インターナショナ

ル・リミテッド 

英国SW1X 7GG、ロンドン、グロスヴェノー・プ

レイス40 
2,352 2.18 

キャピタル・インターナショナ

ル・インク 

米国カリフォルニア州90025、ロスアンジェル

ス、サンタ・モニカ通り11100、15階 
1,055 0.98 

キャピタル・インターナショナ

ル・エス・エイ・アール・エル 

スイス国、ジュネーヴ1201、プラス・デ・ベル

グ3 
366 0.34 

キャピタル・インターナショナ

ル株式会社 

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 明治安

田生命ビル14階 
5,085 4.71 

合計   14,216 13.15 
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ――― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ――― 

議決権制限株式(その他) ― ― ――― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 71,200
 

― ――― 

完全議決権株式(その他) 
普通 
株式 

107,979,400
 

1,079,794 ――― 

単元未満株式 普通株式 35,242
 

― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 108,085,842 ― ――― 

総株主の議決権 ― 1,079,794 ――― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数の 
合計(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式)           

株式会社トプコン 
東京都板橋区蓮沼町 
75番１号 

71,200 ─ 71,200 0.1 

計 ――― 71,200 ─ 71,200 0.1 
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２ 【自己株式の取得等の状況】 

  

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

(注)  当期間における取得自己株式数には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式を含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注)  当期間における保有自己株式数には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式を含めておりません。 

  

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得 
 

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円) 

当事業年度における取得自己株式 818 1 

当期間における取得自己株式 100 0 
 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額 

(円) 
株式数(株) 

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式 

－ － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式 

－ － － － 

その他 － － － － 
          

保有自己株式数 71,221 － 71,321 － 
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３ 【配当政策】 

当社は、株主への利益還元として、配当を重視し、主に［連結］業績の伸長に対応して、配当水準を継続的に向上

させてまいりますことを、利益配分に関しての基本方針としております。 

剰余金の配当につきましては、中間配当と期末配当の年２回の配当を行うことを基本としております。また、株主

総会の決議によらず、取締役会の決議によること、及び期末配当の基準日を毎年３月31日、中間配当の基準日を毎年

９月30日とし、この他にも基準日を定めて剰余金の配当を行うことが出来る旨、定款に定めております。 

当年度の剰余金の配当につきましては、［連結］業績が前年度から大幅に伸長し、また、平成26年１月31日に公表

いたしました連結業績予想を達成することが出来ましたことから、計画通り、中間配当を１株当たり５円(前年度中間

配当２円)実施いたしましたのに加え、期末配当を１株当たり５円(前年度期末配当４円)とし、合わせて年間10円(前

年度配当６円)の配当とさせていただきました。 

なお、当期に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 

決議年月日 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額 
(円) 

平成25年10月31日 
取締役会決議 

540 ５ 

平成26年５月20日 
取締役会決議 

540 ５ 
 

回次 第117期 第118期 第119期 第120期 第121期 

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 

最高(円) 613 550 570 996 1,707 

最低(円) 375 294 338 344 802 
 

月別 
平成25年 
10月 

11月 12月 
平成26年 
１月 

２月 ３月 

最高(円) 1,600 1,635 1,610 1,626 1,564 1,707 

最低(円) 1,339 1,455 1,468 1,404 1,258 1,438 
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５ 【役員の状況】 
  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
(千株) 

代表取締役 

  
取締役社長 

  平  野      聡 昭和32．12．12生 昭和57年４月 当社入社 

注４ 17 

平成８年４月 Topcon Laser Systems, Inc.副社

長 

平成13年７月 Topcon Positioning Systems,  

Inc.上席副社長 

平成19年６月 当社執行役員 

平成22年６月 当社取締役兼執行役員 

  当社ポジショニングビジネスユニ

ット長 

平成24年６月 当社取締役兼常務執行役員 

平成25年６月 当社代表取締役 取締役社長(現

在) 

取締役 専務執行役

員、経理統

括部長 

小  川  隆  之 昭和28．７．17生 昭和53年４月 東京芝浦電気㈱(現㈱東芝)入社 

注４ 20 

平成13年10月 ㈱東芝京浜事業所経理部長 

平成18年４月 同社電力システム社経理部長兼府

中事業所経理部長 

平成20年６月 当社取締役兼執行役員 

平成22年６月 当社取締役兼常務執行役員 

平成24年６月 当社取締役兼専務執行役員(現在) 

平成26年４月 当社経理統括部長(現在) 

取締役 常務執行役

員、スマー

ト イ ン フ

ラ・カンパ

ニー長 

澤  口  茂  之 昭和30．４．14生 昭和55年９月 ㈱測機舎(現㈱ソキア・トプコン)

入社 

注４ 2 

平成18年８月 Point,Inc. 社長 

平成20年４月 ㈱ソキア(現㈱ソキア・トプコン)

執 行 役 員 ( 開 発 機 能 担 当 ) 兼

Point,Inc. 社長 

平成22年６月 当社入社  ポジショニングビジネ

スユニット品質保証部長 

平成23年６月 当社執行役員 

平成24年６月 当社スマートインフラ・カンパニ

ー社長 

平成25年６月 当社取締役兼常務執行役員(現在) 

平成26年４月 当社スマートインフラ・カンパニ

ー長(現在) 

取締役 執行役員、

社長付 

岩  﨑  慎  治 昭和29．12．20生 昭和52年４月 当社入社 

注４ 9 

平成８年４月 Topcon Europe B.V.社長 

平成18年７月 Topcon Medical Systems, Inc. 

社長 

平成19年６月 当社執行役員 

平成23年６月 当社取締役兼執行役員(現在) 

当社経営企画グループ統括兼経営

企画部長 

平成26年６月 当社社長付(現在) 

取締役 執行役員、

アイケア・

カンパニー

長 

福  間  康  文 昭和33．２．13生 昭和56年４月 当社入社 

注４ 8 

平成19年４月 Topcon Medical Systems, Inc. 

Topcon Advanced Biomedical  

Imaging Laboratory ゼネラルマ

ネージャー 

平成23年６月 当社執行役員 

平成25年６月 当社取締役兼執行役員(現在) 

  当社アイケア・カンパニー社長 

平成26年４月 当社アイケア・カンパニー長(現

在) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
(千株) 

取締役 執行役員、

総務・法務

統括部長 

岩  崎      眞 昭和30．８．10生 昭和54年４月 当社入社 

注４ 4 

昭和12年６月 当社生産・環境グループ部品工

場長 

平成22年６月 当社執行役員 

平成23年６月 当社品質・生産グループ統括 

平成24年４月 当社生産グループ統括 

平成26年４月 当社総務・法務統括部長(現在) 

平成26年６月 当社取締役兼執行役員(現在) 

取締役   松  本  和  幸 昭和20．９．21生 昭和45年４月 帝人製機㈱(現ナブテスコ㈱)入

社 

注４ ─ 

平成12年６月 同社執行役員 

平成13年６月 同社取締役 

平成15年９月 ナブテスコ㈱執行役員 

平成16年６月 同社取締役執行役員 

  同社技術本部副本部長(技術開発

担当) 

平成17年６月 同社代表取締役社長 

平成23年６月 同社取締役会長 

平成25年６月 同社相談役(現在) 

当社社外取締役(現在) 

㈱キッツ社外取締役(現在) 

取締役   須  藤      亮 昭和26．９．11生 昭和55年４月 東京芝浦電気㈱（現㈱東芝）入

社 

注４ ─ 

平成19年６月 同社電力システム社統括技師長 

平成20年６月 同社執行役常務（研究開発セン

ター所長） 

平成22年６月 同社執行役上席常務（研究開発

センター所長） 

平成23年６月 同社執行役専務 

平成25年６月 同社取締役代表執行役副社長 

平成26年６月 同社常任顧問(現在) 

  当社社外取締役(現在) 

監査役 

常勤 

  小  林  春  彦 昭和31．３．11生 昭和54年４月 当社入社 

注５ 14 

平成15年４月 当社測量機器事業部測量機器技

術部長 

平成20年７月 ㈱ソキア・トプコン執行役員(製

造機能担当) 

平成23年６月 当社執行役員 

平成25年６月 当社監査役(現在) 

監査役 

常勤 

  小  林  育  夫 昭和29．８．15生 昭和52年４月 ㈱横浜銀行入社 

注６ 8 

平成13年１月 同社百合ヶ丘支店支店長 

平成15年７月 ㈱ソキア(現㈱ソキア・トプコ

ン)入社 

平成16年７月 同社人事部長 

平成19年12月 同社執行役員本社機能担当兼経

営管理部長 

平成22年６月 当社監査役(現在) 

監査役 

非常勤 

  横  田  親  廣 昭和24．７．14生 昭和47年４月 東京芝浦電気㈱入社 

注６ ─ 

平成７年８月 ㈱東芝移動通信機器事業部移動

通信機器企画担当部長 

平成15年４月 同社モバイルコミュニケーショ

ン社社長 

平成16年６月 同社執行役常務(モバイルコミュ

ニケーション社社長) 

平成18年６月 同社執行役上席常務(モバイルコ

ミュニケーション社社長) 

平成19年６月 同社執行役専務(コンシューマエ

レクトロニクス事業グループ分

担) 

平成21年６月 同社顧問(現在) 

平成22年６月 当社社外監査役(現在) 
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(注) １．取締役松本和幸及び取締役須藤 亮は社外役員(会社法施行規則第２条第３項第５号)に該当する社外取締役

(会社法第２条第15号)であります。 

２．監査役横田親廣及び黒栁達弥は社外役員(会社法施行規則第２条第３項第５号)に該当する社外監査役(会社

法第２条第16号)であります。 

３．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

４．取締役の任期は平成26年３月期に関する定時株主総会の終結時から平成27年３月期に関する定時株主総会の

終結時まで。 

５．退任した監査役の補欠として就任したため、任期は前任者の任期満了のときである平成27年３月期に係る定

時株主総会の終結時まで。 

６．監査役の任期は平成23年３月期に関する定時株主総会の終結時から平成27年３月期に関する定時株主総会の

終結時まで。 

７．当社は執行役員制度を導入しております。上記の執行役員を兼務している取締役を除く執行役員は、ポジシ

ョニング・カンパニー長  (Topcon Positioning Systems,Inc.社長)  Raymond O'Connor、生産統括部長  

市丸修次、技術統括部長 籾内正幸、(株式会社トプコンテクノハウス社長)池ヶ谷款治、経営監査室長  中

村宏之、品質保証統括部長 調達統括部長 田口  広、スマートインフラ・カンパニー副長  境  浩、営業

統括部長 アイケア・カンパニー副長 江藤隆志、経理統括部次長 秋山治彦、経営企画室長 山﨑貴之と

なっております。なお、Raymond O'Connorは専務執行役員であります。 

  

  

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
(千株) 

監査役 

非常勤 

  黒  栁  達  弥 昭和31．11．７生 昭和54年４月 三菱商事㈱入社 

注６ ─ 

平成11年３月 同社金融事業本部企業投資部投

資チームリーダー、ミレニア・

ベンチャー・パートナーズ㈱代

表取締役社長兼務 

平成13年５月 ミレニア・ベンチャー・パート

ナーズ㈱代表取締役社長 

平成19年５月 ㈱ＲＨＪインターナショナル・

ジャパン  エグゼクティブ・デ

ィレクター 

平成21年８月 ㈱カドタ・アンド・カンパニ

ー  シニア・アドバイザー(現

在) 

平成23年６月 当社社外監査役(現在) 

計 82 
 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
(千株) 

門  多      丈 昭和22．４．18生 昭和46年７月 三菱商事㈱入社 

─ 

平成15年４月 同社金融事業本部長 

平成19年４月 ㈱カドタ・アンド・カンパニー代表取締役社長(現在) 

平成19年６月 ㈱八十二銀行社外監査役(現在) 

平成21年９月 一般社団法人実践コーポレートガバナンス研究会代表

理事(現在) 

平成24年12月 ㈱ＦＰＧ社外取締役(現在) 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社では、企業は社会の公器であって、単に自由競争を通じて利潤を追求する経済的主体であるだけではなく、

広く社会にとって有用な存在でなければならないと認識しております。従い、当社にとってのコーポレート・ガバ

ナンスとは、「経営の健全性の維持」、「経営の透明性の確保」に加え、「経営効率の向上」を正しく達成し、当

社企業経営に関わるすべてのステークホルダーを視野に入れ、それらに対する社会的責任を果たしていくことであ

る、と考えております。 

  

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

①企業統治の体制 

イ．企業統治の体制の概要 

当社は、監査役会設置会社であり、監査役４名(うち社外監査役２名)が取締役の意思決定と職務執行を監査

しております。 

当社の取締役会は、８名の取締役(うち社外取締役２名)から構成され、毎月１回の定時取締役会のほか、必

要に応じて臨時取締役会を開催しております。 

当社の社外取締役及び社外監査役は経営陣から独立した中立性を保っております。 

当社は、執行役員制を採用し、日常の業務執行を執行役員に委ねることにより、取締役および取締役会によ

る監督機能と執行役員による業務執行機能とを分離することにより、経営環境の急速な変化に迅速かつ適切に

対応できる体制をとっております。原則として執行役員会を毎週１回開催し、事業環境の分析、中期経営計画

や予算等の審議、予算遂行状況報告等の情報の共有化、会社の重要意思決定事項の審議、コンプライアンス(法

令遵守)活動の趣旨徹底等、多様な議論を行って、経営判断の公正化・透明化に役立てております。 

ロ．企業統治の体制を採用する理由 

当社は、複数の社外取締役を選任し経営に外部の視点を直接取入れ、監督機能の充実を図っております。ま

た、監査役(社外監査役を含む)、監査役会および会計監査人を設置しており、これらが内部監査部門である経

営監査室と連携して監査を行うことにより、経営の監視機能が十分に機能すると判断しているため、現状の体

制を採用しております。 

ハ．内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

当社は、平成25年12月25日開催の取締役会にて内部統制システムを一部改定いたしました。その内容は以下

のとおりであります。 

１. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①トプコングループ共通の価値観である「TOPCON WAY」、およびその具体的な行動指針である「トプコン事

業行動基準」を定め、会社記念日等あらゆる機会に経営トップからグループ全役員・全従業員に対し、そ

の重要性を認識させ、また、日常の教育活動を通じて周知徹底を図る。 

②当社およびグループ会社全体に影響を及ぼす重要事項は、取締役会において決定する。取締役の職務の執

行に関する監督機能の維持、強化のため社外取締役を選任する。 

③「内部通報制度」の活用により、問題の早期発見と、適時適切な対応の充実に努める。 

④ 内部監査部門として社長直属の「経営監査室」を設け、コンプライアンス等の内部管理体制の適正性・有

効性を検証し、重要な問題事項があれば、社長・取締役会へ適時に報告する体制を整備する。 

⑤業務遂行状況の可視化を通じての透明性の確保、重要な会社情報の開示についての適時適正性を担保する

ための体制づくり、および業務プロセスの改革を図る。 

⑥職務執行に当たっては、法令遵守を第一として徹底し、特に、独占禁止法関係・輸出管理・インサイダー

取引規制・個人情報や秘密情報の保護、環境保護等の側面では、個別に社内規程や管理体制を整備する。 

⑦「トプコン事業行動基準」に反社会的勢力との関係の遮断に関する指針を定め、反社会的勢力の事業活動

への関与の拒絶を全社に徹底する。 
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２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

①法令および定款、ならびに「取締役会規程」、「執行役員会規程」、「グループガバナンス規程」、「情

報セキュリティ基本規程」、「文書取扱規程」、「書類保存基準 (規則)」等の社内規程に基づいて、取締

役会および執行役員会の議事録とそれらの資料、ならびに稟議書等の重要書類を適切に保存・管理する。 

(当社は、執行役員制度を採用しているため、ここにいう「職務の執行にかかる情報」には、取締役会のみ

ならず、執行役員会に係る情報等が含まれる。) 

②取締役、監査役、会計監査人およびそれらに指名された使用人が、必要に応じ重要書類を閲覧できる体制

を整備する。 

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①「リスク・コンプライアンス基本規程」を定め、危機管理責任者を設けて、当社およびグループ会社に生

ずるあらゆるリスクに、その内容に応じ、適時適切に対応し得る体制を整備する。 

②通常の職制を通じたルートとは別に、リスクの発見者から、リスク情報を、直接に連絡出来る「内部通報

制度」を導入し、これにより、リスク情報の早期発見に資し、発生事態への迅速・適切な対応に役立てる

とともに、グループ会社も含む全役員・全従業員のリスク管理への認識向上に努める。なお、「内部通報

制度」は、内部監査部門である「経営監査室」が所管する。 

③個人情報の保護については「個人情報保護基本規程」、また秘密情報の取扱については「情報セキュリテ

ィ基本規程」を、それぞれ、その下部規程類を含めて整備し、グループ会社を含めて、その周知徹底を図

る。 

４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①取締役会は、毎月１回(その他臨時に)開催され、経営の基本方針や、法令、定款に定めのある事項、その

他経営に関する重要事項について審議し、報告を受けることにより、監督機能の強化に努める。 

②執行役員に日常の業務執行を委ねるとともに、執行役員会を設置し、社内規程に基づく社長の決裁権限の

範囲内で重要な業務執行案件の審議、決定を行うことによって、取締役会における十分かつ実質的な議論

を確保し、迅速な意思決定が出来る体制を整備する。 

③「取締役会規程」、「執行役員会規程」、「グループガバナンス規程」、「業務組織規程」等の規程類に

定められた適正な手続に則って、それぞれの業務が執行される。 

５. 当該株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

①トプコングループ共通の価値観である「TOPCON WAY」を通じて、各国、各地域のグループの全役員・全従

業員が国境や会社の枠を超えて、グループの価値観・判断基準を共有している。また、その具体的な行動

指針である「トプコン事業行動基準」を、当社内への徹底はもとより、グループ会社にも採択させ、法令

遵守の認識を確立させる。 

②当社およびグループ会社を対象とした「グループガバナンス規程」を制定し、決裁基準および報告事項を

明確に定め、これを徹底するとともに、年度中、幾度もの事業遂行状況報告の場を設けて、トプコングル

ープ内における情報共有化と、グループ会社に対する遵法認識の向上のための指導に努める。 

③当社の内部監査部門である「経営監査室」は、監査役による監査、会計監査人による監査等とも連携し

て、グループ会社についても監査し、業務の適正の確保に役立てる。 

④財務報告の信頼性および適正性を確保するため、当社およびグループ会社は金融商品取引法の定めに従

い、内部統制の環境整備および運用体制の構築を行うとともに、内部統制システムの有効性を継続的に評

価し必要な是正を行う。 

６. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

監査役の求めに応じ、内部監査部門である「経営監査室」に属する使用人を、随時、監査役の職務の補助に

当たらせる。 

７. 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項  

監査役の職務の補助に当たる「経営監査室」の使用人による当該業務については、取締役、執行役員の関与

外とするとともに、当該使用人の人事異動に関しては、予め監査役会と協議する。 

８. 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する体制 

①監査役が、意思決定のプロセスの監査を行うために、取締役会、執行役員会、その他の社内重要会議に出

席し、あるいは、会議議事録、その他資料を閲覧して情報を収集する体制を整備する。 
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②監査役が、年度中、当社内の各業務執行部門から、その業務の状況につき、報告を聴取し、またグループ

会社に赴き、その業務の状況を監査出来る体制を確保する。 

③監査役は、上記のほか、何時にても必要に応じ、当社およびグループ会社の、取締役・執行役員・使用人

に対し、業務の報告を受けることが出来る。 

④監査役に対しては、経営監査室より内部監査に関わる状況とその監査結果の報告を行い、連携と効率化を

図る。 

９.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①監査役が、取締役会、執行役員会その他の社内重要会議に出席するほか、会社(グループ会社を含む)の業

務執行状況を定期的に監査する機会を確保し、職務補助に当たらせる者を指名するなど、取締役の職務執

行に対する監査役監査が十分に行えるよう、取締役会は配慮する。 

②監査役と取締役との定期的な意見交換の場を設け、監査役の意見を経営判断に適正に反映させる機会を確

保する。 

③監査役と会計監査人とは情報・意見交換の場を設置する。 

  

ニ．責任限定契約の内容の概要 

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく社外監査役の損害賠償責任の限度額は、法令が定

める最低責任限度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役

が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。 

  

②内部監査および監査役監査の状況 

当社の内部監査は、経営監査室が行っており、経営監査室の人員は５名であります。経営監査室は、年度計画に

従って定期的に監査を行なっております。 

監査役は４名(うち社外監査役２名)であり、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、監査計画

等に従い、経営監査室および会計監査人と相互に連携をとりながら監査を行っております。 

  

③社外取締役および社外監査役 

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。 

社外取締役須藤 亮は、当社の主要な株主である株式会社東芝の常任顧問であります。また、社外監査役横田親廣

は、当該会社の顧問であります。両名とも現在は同社の業務執行には関わっておらず、公正中立な立場で職務を行

っております。なお、当社の売上高に占める株式会社東芝への売上高は僅少(0.4%)であり、当社の経営は同社に依

存しておりません。 

上記の他、社外取締役及び社外監査役と当社の間には特筆すべき関係(社外取締役又は社外監査役が他の会社等の

役員若しくは使用人である、又は役員若しくは使用人であった場合における当該他の会社等と当社の関係を含む)は

ありません。 

当社は、社外取締役を選任し経営に外部の視点を直接取り入れ、取締役会の監視・監督機能の充実を図っており

ます。並びに社外監査役による監査は、独立の立場で経営の監視を強化するための重要な機能であると考えており

ます。また、社外取締役による経営の監督・監視機能及び社外監査役による経営監視機能の重要性にかんがみ、企

業経営全般と当社の業務内容を知悉し、かつ独立性の高い社外取締役または社外監査役の選任に努めます。 

当社の社外役員の独立性に関する基本的な方針は、原則として東京証券取引所等の定める独立性に関する判断基

準を満たすこととしております。 

なお、社外取締役は、取締役会に出席し、必要に応じて、内部監査部門(経営監査室)を含む業務執行部門、監査

役、会計監査人等から適宜報告および説明を受けて、当社経営の監督にあたっていただく予定であります。また、

社外監査役を含む監査役会は、内部監査部門(経営監査室)および会計監査人との間で事前かつ相互に監査計画や監

査方針について協議し、定期的に情報交換を行うなど密接に連携を図り、監査業務の効率性・実効性を高めること

としております。 
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④役員の報酬等 

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

  

(注) １．当事業年度末現在の取締役及び監査役の員数は、取締役５名、監査役２名、社外役員３名(社外取締役１

名、社外監査役２名)であります。 

２．上記のほか、使用人兼務取締役の給与相当額(賞与を含む。)38百万円が支払われております。 

３．当事業年度末現在の取締役の報酬額は、平成25年６月26日開催の第120期定時株主総会において総額を年額

500百万円以内(固定部分を300百万円以内、当該事業年度の一定の指標を基準に算定する業績連動部分を年

額200百万円以内、使用人兼取締役の使用人分給与を含まない。)とし、そのうち社外取締役の総額を年額30

百万円以内(固定分)と決議いただいております。 

４．当事業年度末現在の監査役の報酬額は、平成25年６月26日開催の第120期定時株主総会において年額100百万

円以内と決議いただいております。 

  

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法 

当事業年度末現在の当社の取締役(社外取締役を除く)の報酬等は、基本報酬と業績連動報酬により構成され

ております。基本報酬は役位に応じた基準により、業績連動報酬については当該事業年度の一定の指標に基づ

き算定する基準によります。 

なお、社外取締役、監査役(社外監査役を含む)の報酬等は、基本報酬のみとなっております。 

これらの基準に基づき、取締役については取締役会における承認、監査役については監査役の協議により決

定されております。 

  

 

役員区分 
報酬等の総額 
(百万円) 

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる 
役員の員数 

(人) 基本報酬 業績連動報酬 

取締役(社外取締役を除く。) 123 96 27 8 

監査役(社外監査役を除く。) 36 36 - 3 

社外役員 11 11 - 3 
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⑤株式の保有状況 

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額 

21銘柄  1,718百万円 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的 

  

(前事業年度) 

特定投資株式 

  

 

銘柄 株式数(株) 
貸借対照表計上額

(百万円) 
保有目的 

㈱オハラ 673,600 433 
硝材購入元として長期的な取引関係維持の
ため 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス
グループホールディングス㈱ 

97,190 200 
保険契約先として長期的な取引関係維持の
ため 

レーザーテック㈱ 107,900 189 技術関連の協調を深めていくため 

日本電子㈱ 416,000 170 技術関連の協調を深めていくため 

㈱三菱ＵＦＪ 
フィナンシャル・グループ 

195,910 109 
資金調達に関して長期的な取引関係維持の
ため 

㈱三井住友 
フィナンシャルグループ 

22,930 86 
資金調達に関して長期的な取引関係維持の
ため 

西尾レントオール㈱ 48,338 81 販売先としての取引関係維持のため 

㈱群馬銀行 101,500 57 
資金調達に関して長期的な取引関係維持の
ため 

三井住友トラスト・ 
ホールディングス㈱ 

122,600 54 
資金調達に関して長期的な取引関係維持の
ため 

㈱三城ホールディングス 45,679 22 販売先としての取引関係維持のため 

㈱小松製作所 10,000 22 販売先としての取引関係維持のため 

愛眼㈱ 60,492 19 販売先としての取引関係維持のため 

福井コンピュータ㈱ 10,000 6 販売先としての取引関係維持のため 

第一生命保険㈱ 35 4 
保険契約先として長期的な取引関係維持の
ため 

清水建設㈱ 10,000 3 販売先としての取引関係維持のため 

㈱メガネトップ 468 0 販売先としての取引関係維持のため 
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(当事業年度) 

特定投資株式 

  

⑥会計監査の状況 

当社は、会計監査人として、新日本有限責任監査法人に法定監査を委嘱しております。 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名 

業務を執行した公認会計士の氏名 

指定有限責任社員  業務執行社員：上村 純、石川達仁 

会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士16名、その他15名 

  

⑦取締役に関する事項 

イ．取締役の員数 

当社の取締役は、17名以内とする旨を定款で定めております。 

ロ．取締役選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。 

また当社は、取締役の選任については、累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。 

  

⑧株主総会決議事項を取締役会で決議できるとした事項 

イ．自己株式の取得 

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の定めにより、取締役会の決議を

もって、自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。 

 

銘柄 株式数(株) 
貸借対照表計上額

(百万円) 
保有目的 

㈱オハラ 673,600 427 
硝材購入元として長期的な取引関係維持の
ため 

レーザーテック㈱ 215,800 250 技術関連の協調を深めていくため 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス
グループホールディングス㈱ 

97,190 229 
保険契約先として長期的な取引関係維持の
ため 

西尾レントオール㈱ 48,338 185 販売先としての取引関係維持のため 

日本電子㈱ 416,000 163 技術関連の協調を深めていくため 

㈱三菱ＵＦＪ 
フィナンシャル・グループ 

195,910 111 
資金調達に関して長期的な取引関係維持の
ため 

㈱三井住友 
フィナンシャルグループ 

22,930 101 
資金調達に関して長期的な取引関係維持の
ため 

三井住友トラスト・ 
ホールディングス㈱ 

122,600 57 
資金調達に関して長期的な取引関係維持の
ため 

㈱群馬銀行 101,500 57 
資金調達に関して長期的な取引関係維持の
ため 

㈱三城ホールディングス 45,679 22 販売先としての取引関係維持のため 

㈱小松製作所 10,000 21 販売先としての取引関係維持のため 

愛眼㈱ 60,492 16 販売先としての取引関係維持のため 

福井コンピュータ㈱ 10,000 8 販売先としての取引関係維持のため 

清水建設㈱ 10,000 5 販売先としての取引関係維持のため 

第一生命保険㈱ 3,500 5 
保険契約先として長期的な取引関係維持の
ため 
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ロ．剰余金の配当等 

当社は、株主への機動的な利益還元等を可能とするため、剰余金の配当等、会社法第459条第１項各号に定め

る事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず、取締役会の決議により定

める旨を定款で定めております。 

  

⑨取締役会決議事項を株主総会では決議できないとした事項 

当社は、株主への機動的な利益還元等を可能とするため、剰余金の配当等、会社法第459条第１項各号に定める事

項については、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず、取締役会の決議により定める旨を

定款で定めております。 

  

⑩株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会における特別決議の定足数確保をより確実にするため、会社法第309条第２項に定める決議は、

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上を

もって行う旨を定款で定めております。 

  

(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  

② 【その他重要な報酬の内容】 

(前連結会計年度) 

当社の連結子会社であるTopcon America Corporation及びその一部の子会社、Topcon Europe B.V.及びその一

部 の 子 会 社、Topcon  Optical  (H.K.)  Ltd.及 び そ の 子 会 社、並 び に Topcon(Beijing)Opto-Electronics 

Development Corporation等は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているErnst & Youngの各

現地法人に対して、併せて165百万円の報酬(非監査業務に基づく報酬を含む)を支払っております。 

  

(当連結会計年度) 

当社の連結子会社であるTopcon America Corporation及びその一部の子会社、Topcon Europe B.V.及びその一

部 の 子 会 社、Topcon  Optical  (H.K.)  Ltd.及 び そ の 子 会 社、並 び に Topcon(Beijing)Opto-Electronics 

Development Corporation等は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているErnst & Youngの各

現地法人に対して、併せて221百万円の報酬(非監査業務に基づく報酬を含む)を支払っております。 

  

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

(前連結会計年度) 

該当事項はありません。 

  

(当連結会計年度) 

該当事項はありません。 

  

④ 【監査報酬の決定方針】 

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬につきましては、当社の規模、業務特性等を勘案し、適切な監査日

数、工数を見積り、これに基づき、監査報酬の額を決定しております。なお、監査報酬額の決定に際しては、監

査役会の同意を得ております。 

 

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく 
報酬(百万円) 

非監査業務に基づく 
報酬(百万円) 

監査証明業務に基づく 
報酬(百万円) 

非監査業務に基づく 
報酬(百万円) 

提出会社 70 － 73 － 

連結子会社 － － － － 

計 70 － 73 － 
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第５ 【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1)  当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、当連結会計年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の連結財務諸表に含まれる比較情報につい

ては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内

閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2)  当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、当事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の財務諸表に含まれる比較情報については、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令

第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成25年４月１日から平成26年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の財務諸表について、新日本有限

責任監査法人により監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組について 

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入するとともに、同機構等が主催する研修等へ参加しております。 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 17,213 15,187 

    受取手形及び売掛金 ※5  36,912 41,875 

    商品及び製品 16,051 18,237 

    仕掛品 4,279 4,195 

    原材料及び貯蔵品 6,033 6,988 

    繰延税金資産 5,616 5,932 

    その他 4,473 5,383 

    貸倒引当金 △1,469 △1,409 

    流動資産合計 89,110 96,391 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 5,198 5,075 

      機械装置及び運搬具（純額） 1,993 1,839 

      土地 1,767 1,696 

      建設仮勘定 179 176 

      その他（純額） 2,138 2,401 

      有形固定資産合計 ※1  11,277 ※1  11,188 

    無形固定資産     

      のれん 9,650 8,319 

      その他 9,241 9,812 

      無形固定資産合計 18,892 18,132 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 ※2  3,345 ※2  3,164 

      長期貸付金 800 810 

      退職給付に係る資産 － 2,021 

      繰延税金資産 3,160 2,656 

      その他 2,997 1,530 

      貸倒引当金 △80 △78 

      投資その他の資産合計 10,222 10,105 

    固定資産合計 40,392 39,426 

  資産合計 129,503 135,818 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 ※5  9,903 11,107 

    短期借入金 31,627 25,044 

    未払費用 6,399 6,844 

    未払法人税等 1,172 2,378 

    製品保証引当金 584 797 

    その他 4,975 3,837 

    流動負債合計 54,662 50,010 

  固定負債     

    長期借入金 19,002 22,689 

    繰延税金負債 4 29 

    退職給付引当金 5,331 － 

    役員退職慰労引当金 35 39 

    退職給付に係る負債 － 7,292 

    その他 1,444 1,427 

    固定負債合計 25,818 31,478 

  負債合計 80,480 81,489 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 16,638 16,638 

    資本剰余金 21,051 20,950 

    利益剰余金 12,843 17,804 

    自己株式 △57 △58 

    株主資本合計 50,476 55,335 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 298 468 

    繰延ヘッジ損益 10 △47 

    為替換算調整勘定 △2,310 △712 

    退職給付に係る調整累計額 － △1,445 

    その他の包括利益累計額合計 △2,002 △1,736 

  少数株主持分 548 729 

  純資産合計 49,022 54,328 

負債純資産合計 129,503 135,818 
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 

【連結損益計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自  平成24年４月１日 
 至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
 至  平成26年３月31日) 

売上高 97,345 116,685 

売上原価 ※1,※3  54,517 ※1,※3  61,034 

売上総利益 42,828 55,651 

販売費及び一般管理費 ※2,※3  37,613 ※2,※3  43,920 

営業利益 5,214 11,730 

営業外収益     

  受取利息 78 75 

  受取配当金 39 37 

  持分法による投資利益 － 50 

  為替差益 － 381 

  その他 305 434 

  営業外収益合計 423 979 

営業外費用     

  支払利息 1,160 1,021 

  持分法による投資損失 56 － 

  為替差損 552 － 

  その他 396 387 

  営業外費用合計 2,166 1,409 

経常利益 3,471 11,300 

特別利益     

  土地売却益 180 － 

  特別利益合計 180 － 

特別損失     

  投資有価証券評価損 584 485 

  厚生年金基金一括拠出金 － ※6  131 

  関係会社整理損 － ※7  104 

  減損損失 － ※8  25 

  事務所移転費用 ※4  441 － 

  事業譲渡損 335 － 

  事務所移転中止損 ※5  209 － 

  土地売却損 54 － 

  特別損失合計 1,624 747 

税金等調整前当期純利益 2,027 10,552 

法人税、住民税及び事業税 995 3,444 

法人税等調整額 535 929 

法人税等合計 1,531 4,374 

少数株主損益調整前当期純利益 496 6,178 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △15 214 

当期純利益 511 5,963 
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【連結包括利益計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自  平成24年４月１日 
 至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
 至  平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 496 6,178 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 ※1  544 ※1  170 

  繰延ヘッジ損益 ※1  11 ※1  △58 

  為替換算調整勘定 ※1  2,462 ※1  1,641 

  持分法適用会社に対する持分相当額 ※1  64 ※1  10 

  その他の包括利益合計 ※1  3,082 ※1  1,763 

包括利益 3,579 7,942 

（内訳）     

  親会社株主に係る包括利益 3,512 7,674 

  少数株主に係る包括利益 66 267 
 

― 40 ―



③ 【連結株主資本等変動計算書】 

  前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

  

  当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

  

(単位：百万円) 

  

株主資本 その他の包括利益累計額 

少数株主
持分 

純資産 
合計 資本金 

資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

自己株式
株主資本
合計 

その他 
有価証券
評価 
差額金 

繰延 
ヘッジ 
損益 

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額 

その他の
包括利益 
累計額 
合計 

当期首残高 10,297 14,711 12,717 △56 37,669 △246 △0 △4,755 ― △5,002 397 33,064 

当期変動額       

新株の発行 6,340 6,340  12,680    12,680 

剰余金の配当   △370 △370    △370 

当期純利益   511 511    511 

自己株式の取得    △0 △0    △0 

その他   △15 △15    △15 

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額) 

   544 11 2,445 ― 3,000 151 3,152 

当期変動額合計 6,340 6,340 125 △0 12,806 544 11 2,445 ― 3,000 151 15,958 

当期末残高 16,638 21,051 12,843 △57 50,476 298 10 △2,310 ― △2,002 548 49,022 
 

(単位：百万円) 

  

株主資本 その他の包括利益累計額 

少数株主
持分 

純資産 
合計 資本金 

資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

自己株式
株主資本
合計 

その他 
有価証券
評価 
差額金 

繰延 
ヘッジ 
損益 

為替換算
調整勘定

退職給付 
に係る調
整累計額 

その他の
包括利益 
累計額 
合計 

当期首残高 16,638 21,051 12,843 △57 50,476 298 10 △2,310 ― △2,002 548 49,022 

当期変動額       

剰余金の配当   △972 △972    △972 

当期純利益   5,963   5,963    5,963 

自己株式の取得    △1 △1    △1 

在外関係会社の支配
継続子会社に対する
持分変動 

  △101     △101             △101 

その他    △29   △29    △29 

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額) 

          170 △58 1,598 △1,445 265 180 446 

当期変動額合計 ― △101 4,961 △1 4,859 170 △58 1,598 △1,445 265 180 5,305 

当期末残高 16,638 20,950 17,804 △58 55,335 468 △47 △712 △1,445 △1,736 729 54,328 
 

― 41 ―



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前当期純利益 2,027 10,552 

  減価償却費 3,384 3,803 

  のれん償却額 1,618 1,782 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） △435 △251 

  受取利息及び受取配当金 △117 △112 

  支払利息 1,160 1,021 

  有形固定資産除却損 282 135 

  有形固定資産売却損益（△は益） △114 △14 

  投資有価証券評価損益（△は益） 584 485 

  持分法による投資損益（△は益） 56 △50 

  関係会社整理損 - 104 

  厚生年金基金一括拠出金 - 131 

  事業譲渡損益（△は益） 335 - 

  事務所移転費用 441 - 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） △471 - 

  退職給付に係る資産の増減額（△は増加） - △390 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - △197 

  売上債権の増減額（△は増加） 1,727 △1,923 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △2,553 △792 

  前払費用の増減額（△は増加） △147 △370 

  仕入債務の増減額（△は減少） △3,503 △47 

  未払費用の増減額（△は減少） 882 △232 

  その他の流動負債の増減額（△は減少） 1,087 △946 

  その他 △1,154 △1,323 

  小計 5,091 11,364 

  利息及び配当金の受取額 147 146 

  利息の支払額 △1,176 △1,004 

  法人税等の支払額 △587 △2,374 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 3,474 8,132 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の預入による支出 △331 △205 

  定期預金の払戻による収入 194 296 

  有形固定資産の取得による支出 △1,778 △2,201 

  有形固定資産の売却による収入 1,537 503 

  無形固定資産の取得による支出 △1,606 △1,879 

  投資有価証券の取得による支出 △339 △41 

  投資有価証券の売却による収入 - 60 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 

※2  △36 - 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入 

※3  12 - 

  子会社株式の追加取得による支出 △4 △170 

  子会社株式の売却による収入 - 70 

  事業譲渡による収入 210 - 

  長期貸付けによる支出 △87 △6 

  長期貸付金の回収による収入 64 72 

  その他 554 △30 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △1,611 △3,532 
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                      (単位：百万円) 

                    前連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） △10,388 △1,608 

  長期借入れによる収入 5,161 8,019 

  長期借入金の返済による支出 △5,802 △12,003 

  株式の発行による収入 12,680 - 

  ファイナンス・リース債務の返済による支出 △285 △301 

  自己株式の取得による支出 △0 △1 

  配当金の支払額 △370 △967 

  少数株主からの払込みによる収入 67 - 

  少数株主への配当金の支払額 △85 △14 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 976 △6,877 

現金及び現金同等物に係る換算差額 437 423 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,277 △1,854 

現金及び現金同等物の期首残高 13,606 16,883 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  16,883 ※1  15,029 
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【注記事項】 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社数  61社 

〔主要会社名〕 

「第１  企業の概況  ４  関係会社の状況」に記載しているため省略いたしました。 

（連結子会社の異動） 

当連結会計年度において、Shanghai Topcon-Sokkia Technology & Trading Co.,Ltd.、TOPCON 

BRASIL EQUIPAMENTOS MEDICOS E DE POSICIONAMENTO LTDA.、TOPFLOOR S.r.l.は、設立したことに伴い、それぞ

れ連結子会社としております。また、（株）福島ソキアは、当社の子会社（株）オプトネクサスと合併したこと

に伴い、連結子会社から除外いたしております。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

〔主要な非連結子会社〕Topcon Instruments(Malaysia)Sdn.Bhd. 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社２社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結子会社数  2社 

〔主要な会社名〕Topcon Instruments(Malaysia)Sdn.Bhd. 

(2) 持分法適用の関連会社数  4社 

〔主要な会社名〕Topcon Instruments(Thailand)Co.,Ltd. 

(持分法適用の関連会社の異動） 

当連結会計年度において、札幌トプコン販売（株）は持分比率の減少に伴い、持分法適用の関連会社か 

ら除外いたしております。 

(3) 持分法適用会社のうち、TSD Integrated Controls,LLC、及びTopcon InfoMobility S.r.l.は、決算日が12月31日

であります。連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上、必要な調整を行なっております。それ以外の持分法適用会社のうち、決算日が連結決算

日と異なる会社については、当該会社の事業年度に係る財務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、以下8社の決算日は12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上、必要な調整を行なっております。 

Topcon(Beijing)Opto-Electronics Development Corporation、 

 Topcon Optical(Dongguan)Technology Ltd.、Cacioppe Communications Companies,Inc.、 

 Topcon Positioning Iberia,S.L.、Topcon Positioning Spain, S.L.、 

 Topcon Positioning Portugal, L.D.A.、Topcon Positioning Canarias, S.L.、 

 Shanghai Topcon-Sokkia Technology & Trading Co.,Ltd. 

また、それ以外の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①  有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平

均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 
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②  たな卸資産 

当社及び国内連結子会社は、平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法)により評価しており、在外連結子会社は、平均法による低価法、又は、先入先出法による低価法により評

価しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法 

①  有形固定資産(リース資産を除く) 

当社及び国内連結子会社は、定率法を採用し、在外連結子会社は、定額法を採用しております。 

ただし、当社及び国内連結子会社は、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く)については、

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物          ３年～50年 

機械装置及び運搬具      ４年～７年 

②  無形固定資産(リース資産除く) 

当社及び国内連結子会社は、自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額 

法を採用し、在外連結子会社は、主として定額法を採用しております。 

③  リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

当社及び連結子会社は、債権の貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別にそれぞれ回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②  製品保証引当金 

販売した製品の無償アフターサービス費用に備えるため、売上高に対する経験率により計上しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

一部の国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

①  退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

期間定額基準によっております。 

②  数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５～10年）による定額法に

より、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

③ 小規模企業等における簡便法の採用 

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

(5) 固定資産の減損会計 

「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用しております。 

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めており

ます。 
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(7) 重要なヘッジ会計の方法 

①  ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては特例処理を採用しております。 

②  ヘッジ手段とヘッジ対象 

③  ヘッジ方針 

「財務管理規則」に基づき、為替相場変動リスク及び金利変動リスクについて、デリバティブ取引を実需の範

囲とする方針であり、投機目的によるデリバティブ取引は行わないこととしております。 

④  ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、継続して為替及び金利の変動による影響を相殺又

は一定の範囲に限定する効果が見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

(8) のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは、20年以内の効果の及ぶ期間に基づく定額法を採用しております。 

(9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

(10)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

②  連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

  

(会計方針の変更) 

(退職給付に関する会計基準等の適用) 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退

職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給

付に係る資産及び退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異を退職給付に係る

資産及び退職給付に係る負債に計上いたしました。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な扱いに従っており、当連結

会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減して

おります。 

 この結果、当連結会計年度末の退職給付に係る負債が7,292百万円、退職給付に係る資産が2,021百万円計上さ

れております。また、その他の包括利益累計額が1,445百万円減少しております。 

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

  

(未適用の会計基準等) 

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号  平成24年５月17日)及び「退職給付に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第25号  平成24年５月17日) 

  

(1) 概要 

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、連結貸借対照表の純資産の部において税効果を調整した上で認識し、

積立状況を示す額を負債又は資産として計上する方法に改正されました。また、退職給付見込額の期間帰属方法

について、期間定額基準のほか給付算定式基準の適用が可能となったほか、割引率の算定方法が改正され、開示

が拡充されました。 

 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ   借入金の支払金利 

為替予約   外貨建債権債務 
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(2) 適用予定日 

退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正について、平成27年３月期の期首から適用します。なお、当該会

計基準等には経過的な取り扱いが定められているため、過去の期間の連結財務諸表に対し遡及適用しません。 

  

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

当該会計基準等を適用することによる、翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

  
「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号  平成25年９月13日)、「連結財務諸表に関する会計基準」

(企業会計基準第22号  平成25年９月13日)、「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号  平成25年９月

13日)、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号  平成25年９月13日)、「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号  平成25年９月13日)、「１株当たり

当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号  平成25年９月13日) 

  

(1) 概要 

本会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分

変動の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更、

④暫定的な会計処理の取扱いを中心に改正されたものです。  

  

(2) 適用予定日 

平成28年３月期の期首より適用予定です。なお、暫定的な会計処理の取扱いについては、平成28年３月期の期

首以後実施される企業結合から適用予定です。  

  

(3) 当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。 

  
(表示方法の変更) 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「その他の

流動負債の増減額（△は減少）」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しておりま

す。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 こ

の結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の「その他」に表示していた△67百万円は、 「その他の流動負債の増減額（△は減少）」1,087百万

円、「その他」△1,154百万円として組み替えております。  

  

(連結貸借対照表関係) 

※１．減価償却累計額 

  

  

※２．非連結子会社及び関連会社に係る注記 

非連結子会社及び関連会社に対する主な資産・負債は次のとおりであります。 

  

  

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

減価償却累計額 40,265百万円 41,496百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

投資有価証券(株式) 763百万円 778百万円 
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  ３．受取手形割引高 

  

  

  ４．債権流動化 

当社は、平成15年10月から債権譲渡契約に基づく債権流動化を行なっており、当連結会計年度の譲渡残高は、次

のとおりであります。 

  

  

※５．連結会計年度末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、当社は、満期日に決済があったものとして処理しております。な 

お、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、以下の期末日満期手形を満期日に決済が行われたとして

処理しております。 

  

  

(連結損益計算書関係) 

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。 

  

  

※２．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

  

  

※３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。 

  

  

 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

受取手形割引残高 193百万円 ―百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

受取手形及び売掛金譲渡残高 904百万円 1,014百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

受取手形 185百万円 ―百万円 

支払手形 492  ―  
 

前連結会計年度 
(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

88百万円 836百万円 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

従業員給料手当 11,886百万円 14,678百万円 

退職給付引当金繰入額 793  ―  

退職給付費用 ―  828  

減価償却費 2,421  2,574  

のれん償却額 1,618  1,782  

貸倒引当金繰入額 190  33  
 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

一般管理費 4,048百万円 4,826百万円 

当期製造費用 4,173  4,357  

計 8,221  9,184  
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※４．前連結会計年度の事務所移転費用は、当社の連結子会社である㈱ソキア・トプコンの事業所を、当社の敷地内へ

移転するために掛かった費用であり、主に、土地・建物等の減損損失及び設備の移動費用等であります。 

  

※５．前連結会計年度の事務所移転中止損は、当社の連結子会社である中国のTopcon(Beijing) Opto-Electronics 

Development Corporation(拓普康(北京)科技発展有限公司)の新社屋への移転計画を中止したことにより発生した費

用であり、主に、新社屋で仕掛中であった内装工事等の減損損失及び廃却損等であります。 

  

※６．当連結会計年度の厚生年金基金一括拠出金は、当社連結子会社である株式会社ソキア・トプコンにおいて厚生年

金基金加入員が大量に減少したことに伴う、年金基金への一括拠出金の支払見込み額であります。 

  

※７．当連結会計年度の関係会社整理損は、国内生産拠点再編のために、当社連結子会社である株式会社福島ソキア

を、同じく当社連結子会社である株式会社オプトネクサスへ統合することに伴い発生する退職給付費用等でありま

す。 

  

※８．当連結会計年度において、以下の通り減損損失を計上しております。 

 当社グループは、遊休資産については個別にグルーピングを行っております。 

 当連結会計年度において、連結子会社の保有する社員寮を閉鎖したことにより、上記建物及び土地が遊休状態と

なったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。なお、当

該資産の回収可能価額は売買契約価額に基づき算定しております。 

  

場所 用途 種類 減損損失 

福島県西白河郡 
西郷村 

遊休資産 建物及び土地 25百万円 
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(連結包括利益計算書関係) 

※１．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

その他有価証券評価差額金：       

  当期発生額 93百万円 297百万円 

  組替調整額 584  △21  

    税効果調整前 677  275  

    税効果額 △133  △ 104  

    その他有価証券評価差額金 544  170  

繰延ヘッジ損益：       

  当期発生額 19  △ 97  

  組替調整額 －  －  

    税効果調整前 19  △ 97  

    税効果額 △8   39  

    繰延ヘッジ損益 11  △ 58  

為替換算調整勘定：        

  当期発生額 2,462  1,641  

  組替調整額 －  －  

    税効果調整前 2,462  1,641  

    税効果額 －  －  

    為替換算調整勘定 2,462  1,641  

持分法適用会社に対する 
持分相当額： 

      

  当期発生額 64  10  

  組替調整額 －  －  

    持分法適用会社に対する 
    持分相当額 

64  10  

      その他の包括利益合計 3,082  1,763  
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １．普通株式の発行済株式数の増加15,397千株は、公募による新株発行13,400千株及び第三者割当による新株発

行1,997千株による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加1千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

 

  
当連結会計年度 
期首株式数(千株) 

当連結会計年度 
増加株式数(千株) 

当連結会計年度 
減少株式数(千株) 

当連結会計年度末 
株式数(千株) 

発行済株式         

  普通株式 92,688 15,397 ─ 108,085 

合計 92,688 15,397 ─ 108,085 

自己株式         

  普通株式 69 0 ─ 70 

合計 69 0 ─ 70 
 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成24年５月18日
取締役会 

普通株式 185 2 平成24年３月31日 平成24年６月６日 

平成24年10月31日
取締役会 

普通株式 185 2 平成24年９月30日 平成24年12月６日 
 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

配当の原資 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成25年５月17日 
取締役会 

普通株式 432 利益剰余金 4 平成25年３月31日 平成25年６月４日
 

  
当連結会計年度 
期首株式数(千株) 

当連結会計年度 
増加株式数(千株) 

当連結会計年度 
減少株式数(千株) 

当連結会計年度末 
株式数(千株) 

発行済株式         

  普通株式 108,085 ― ― 108,085 

合計 108,085 ― ― 108,085 

自己株式         

  普通株式 70 1 ― 71 

合計 70 1 ― 71 
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３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産および負債の内訳 

株式の取得により新たにBunce Industries, LLC社とその子会社５社(以下「Bunce社」)を連結したことに伴う連

結開始時の資産および負債の内訳並びにBunce社株式の取得価額とBunce社取得のための支出(純額)との関係は次の

とおりであります。 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

  

※３．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産および負債の内訳 

株式の取得により新たにGeotop s.r.l.社とその子会社１社(以下「Geotop社」)を連結したことに伴う連結開始時

の資産および負債の内訳並びにGeotop社株式の取得価額とGeotop社取得のための収入(純額)との関係は次のとおり

であります。 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

  

 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成25年５月17日
取締役会 

普通株式 432 4 平成25年３月31日 平成25年６月４日

平成25年10月 31日
取締役会 

普通株式 540 5 平成25年９月30日 平成25年12月５日
 

(決議) 
株式の 
種類 

配当金の総額
(百万円) 

配当の 
原資 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成26年５月20日 
取締役会 

普通株式 540 利益剰余金 5 平成26年３月31日 平成26年６月４日
 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

現金及び預金勘定 17,213百万円 15,187百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △330  △158  

現金及び現金同等物 16,883  15,029  
 

流動資産 245百万円

固定資産 10  

のれん 460  

流動負債 288  

固定負債 77  

Bunce社株式の取得価額 49  

Bunce社現金及び現金同等物 13  

差引：Bunce社取得のための支出 36  
 

流動資産 1,169百万円

固定資産 76  

のれん 29  

流動負債 913  

固定負債 158  

Geotop社株式の取得価額 48  

Geotop社現金及び現金同等物 60  

差引：Geotop社取得のための収入 12  
 

― 52 ―



(リース取引関係) 

(借主側) 

１．ファイナンス・リース取引 

(1) 所有権移転ファイナンス・リース取引 

①  リース資産の内訳 

有形固定資産 

主として、生産設備(「機械装置」、「工具、器具及び備品」)であります。 

②  リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項  (2) 重要な減価償却資産

の減価償却方法」に記載のとおりであります。 

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

①  リース資産の内訳 

有形固定資産 

主として、設計開発用・事務用コンピュータ、電子部品自動実装機(「機械装置及び運搬具」、「工具、器具

及び備品」)であります。 

無形固定資産 

ソフトウェアであります。 

②  リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項  (2) 重要な減価償却資産

の減価償却方法」に記載のとおりであります。 

  

２．オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

  

 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

１年内 26百万円 31百万円 

１年超 71  60  

合計 98  91  
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(金融商品関係) 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行借入による方針です。

デリバティブは、為替変動リスクおよび金利変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない

方針です。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。グローバルに事業を展開してい

ることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約を利用して

ヘッジしております。 

投資有価証券は、主に取引先企業との業務提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており

ます。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。 

借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達および営業取引に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は

決算日後最長５年後であります。このうち一部は変動金利であるため金利の変動リスクに晒されていますが、金利

スワップ取引をヘッジ手段として利用しております。 

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前

述の「会計処理基準に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方法」をご覧下さい。 

当社の借入金の一部には財務制限条項が付されており、これに抵触した場合、期限の利益の喪失等、当社グルー

プの業績・財政状態およびキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

当社は、債権管理規定に従い、営業債権について、財務担当部門が取引先の状況を定期的にモニタリングし、

取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を行っ

ております。連結子会社についても、当社の債権管理規定に準じて、各社において同様の管理を行っておりま

す。デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行って

おりますので、信用リスクはほとんど無いと判断しております。 

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされる金融資産の貸借対照表価額によ

り表されています。 

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、保管部門において取引

先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

デリバティブ取引につきましては、取引権限やリスク管理方針等を定めた社内規定に基づき、財務担当部門に

おいて取引・記帳及び契約先と残高照合等を行っております。月次の取引実績は、財務担当部門所管の役員及び

経営会議に報告しております。連結子会社においても、当社の社内規定に準じて管理をそれぞれ行っておりま

す。 

③  資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき財務担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新すると共に、手許流動性を

各社売上高の１ヶ月分相当以上に維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる為、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に

関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが

極めて困難と認められるものは含まれておりません。 

  
前連結会計年度(平成25年３月31日) 

  

当連結会計年度(平成26年３月31日) 

(*1)受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しております。 

(*2)長期借入金の支払期日が１年以内になったことにより、短期借入金に計上されたものについては、本表では長期

借入金として表示しております。 

(*3)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

  

 

  
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

(1) 現金及び預金 17,213 17,213 ─ 

(2) 受取手形及び売掛金 36,912     

      貸倒引当金 (*1) △1,469     

  35,443 35,443 ─ 

(3) 投資有価証券       

      その他有価証券 2,581 2,581 ─ 

  資産計 55,238 55,238 ─ 

(1) 支払手形及び買掛金 9,903 9,903 ─ 

(2) 短期借入金 (*2) 19,719 19,719 ─ 

(3) 長期借入金 (*2) 30,909 31,640 730 

  負債計 60,532 61,263 730 

  デリバティブ取引 (*3) △1,550 △1,550 ─ 
 

  
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
時価(百万円) 差額(百万円) 

(1) 現金及び預金 15,187 15,187 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 41,875     

      貸倒引当金 (*1) △1,409     

  40,465 40,465 ― 

(3) 投資有価証券       

      その他有価証券 1,962 1,962 ― 

  資産計 57,616 57,616 ― 

(1) 支払手形及び買掛金 11,107 11,107 ― 

(2) 短期借入金 (*2) 20,198 20,198 ― 

(3) 長期借入金 (*2) 27,534 28,294 760 

  負債計 58,841 59,601 760 

  デリバティブ取引 (*3) △166 △166 ― 
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(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資  産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

(3) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格に基づき算定しており、債券は取引所の価格又は取引金融機関

から提示された価格に基づき算定しております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、

注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。 

  

負  債 

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。 

(3) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行なった場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法によっております。 

  

デリバティブ取引 

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。 

  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額 
  

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3) 投資

有価証券」には含めておりません。 

  

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度(平成25年３月31日) 
  

  

当連結会計年度(平成26年３月31日) 
  

  

 

区分 
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

非上場株式 1,609百万円 1,202百万円 
 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超 
５年以内 
(百万円) 

５年超 
10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

現金及び預金 17,213 ─ ─ ─ 

受取手形及び売掛金 36,912 ─ ─ ─ 

合計 54,126 ─ ─ ─ 
 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超 
５年以内 
(百万円) 

５年超 
10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

現金及び預金 15,187 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 41,875 ― ― ― 

合計 57,063 ― ― ― 
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４．長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額 

前連結会計年度(平成25年３月31日) 
  

  

当連結会計年度(平成26年３月31日) 
  

  

(有価証券関係) 

１．満期保有目的の債券 

前連結会計年度(平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(平成26年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券 

前連結会計年度(平成25年３月31日) 

  

(注)  非上場株式(連結貸借対照表計上額1,609百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超 
２年以内 
(百万円) 

２年超 
３年以内 
(百万円) 

３年超 
４年以内 
(百万円) 

４年超 
５年以内 
（百万円） 

短期借入金 19,719 ─ ─ ─ ― 

長期借入金 11,907 5,007 13,994 ─ ― 

合計 31,627 5,007 13,994 ─ ― 
 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超 
２年以内 
(百万円) 

２年超 
３年以内 
(百万円) 

３年超 
４年以内 
(百万円) 

４年超 
５年以内 
（百万円）

短期借入金 20,198 ― ― ― ― 

長期借入金 4,845 13,013 1,777 3,452 4,445 

合計 25,044 13,013 1,777 3,452 4,445 
 

  種類 
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が
取得時価を超えるもの 

株式 1,330 899 430 

小計 1,330 899 430 

連結貸借対照表計上額が
取得時価を超えないもの 

株式 482 1,077 △595 

小計 482 1,077 △595 

合計 1,812 1,977 △164 
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当連結会計年度(平成26年３月31日) 

  

(注)  非上場株式(連結貸借対照表計上額1,202百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

３．連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

  

  

４．減損処理を行なった有価証券 

  

なお、減損処理に当たっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行な

い、30％～50％下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行なっておりま

す。 

  

 

  種類 
連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が
取得時価を超えるもの 

株式 1,437 734 702 

小計 1,437 734 702 

連結貸借対照表計上額が
取得時価を超えないもの 

株式 525 545 △19 

小計 525 545 △19 

合計 1,962 1,280 682 
 

     区分 
     売却額 
    （百万円） 

   売却益の合計額 
    （百万円） 

   売却損の合計額 
    （百万円） 

株式           210            48           ― 

     合計           210           48           ― 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

その他有価証券 584百万円 485百万円 
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(デリバティブ取引関係) 

１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引  

通貨関連 

前連結会計年度(平成25年３月31日) 

  

  

当連結会計年度(平成26年３月31日) 

  

(注)  時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

 

区分 取引の種類 
契約額等 
(百万円) 

契約額等の 
うち１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以外の取引 

為替予約取引         

  売建         

    US$ 4,137 ─ △673 △673 

    EUR 2,421 ─ △402 △402 

小計 6,558 ─ △1,076 △1,076 

  買建         

    円 82 ─ △2 △2 

    US$ 73 ─ 0 0 

小計 156 ─ △1 △1 

市場取引以外の取引 

通貨スワップ取引         

  売建         

    US$ 1,601 ─ ─ ─ 

    EUR 2,426 ─ △491 △491 

小計 4,027 ─ △491 △491 

合計 10,742 ─ △1,569 △1,569 
 

区分 取引の種類 
契約額等 
(百万円) 

契約額等の 
うち１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以外の取引 

為替予約取引         

  売建         

    US$ 5,694 ― △34 △34 

    EUR 2,837 ― △21 △21 

小計 8,531 ― △56 △56 

  買建         

    円 76 ― △9 △9 

            

小計 76 ― △9 △9 

市場取引以外の取引 

通貨スワップ取引         

  売建         

    US$ 1,739 ― △10 △10 

             

小計 1,739 ― △10 △10 

合計 10,346 ― △75 △75 
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２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

(1) 通貨関連 

前連結会計年度(平成25年３月31日) 

  

  

当連結会計年度(平成26年３月31日) 

  

  

 

ヘッジ会計 
の方法 

取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
(百万円) 

契約額等の 
うち１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

繰延ヘッジ 
処理 

為替予約取引         

  売建         

    EUR 売掛金 1,104 ─ 18 

    GBP 売掛金 307 ─ △7 

    SEK 売掛金 102 ─ △2 

小計   1,514 ─ 9 

  買建         

    RUB 未払費用 741 ─ 9 

小計   741 ─ 9 

合計 2,255 ─ 18 
 

ヘッジ会計 
の方法 

取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
(百万円) 

契約額等の 
うち１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

繰延ヘッジ 
処理 

為替予約取引         

  売建         

    EUR 売掛金 1,223 ― △53 

    GBP 売掛金 408 ― △2 

    SEK 売掛金 100 ― 1 

小計   1,731 ― △54 

  買建         

    RUB 未払費用 773 ― △36 

小計   773 ― △36 

合計 2,505 ― △90 
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(2) 金利関連 

前連結会計年度(平成25年３月31日) 

  

  

当連結会計年度(平成26年３月31日) 

  

(*1)想定元本を契約額等として表示しております。 

(*2)金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています。 

(注)  時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

  

 

ヘッジ会計 
の方法 

取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
(百万円) 

契約額等の 
うち１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

金利スワップの
特例処理 

金利スワップ取引         

  支払固定・ 
  受取変動 

長期借入金(*1) 10,000 7,500 (*2) 

合計 10,000 7,500 ─ 
 

ヘッジ会計 
の方法 

取引の種類 主なヘッジ対象 
契約額等 
(百万円) 

契約額等の 
うち１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

金利スワップの
特例処理 

金利スワップ取引         

  支払固定・ 
  受取変動 

長期借入金(*1) 7,500 5,000 (*2) 

合計 7,500 5,000 ─ 
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(退職給付関係) 

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度

を設けております。一部の国内連結子会社では全国計機厚生年金基金に加入しておりますが、当該厚生年金基金制度

は退職給付会計に関する実務指針第33項の例外処理を行なう制度であります。同基金の年金資産残高のうち、当該国

内連結子会社の掛金拠出額割合に基づく当連結会計年度末の年金資産残高は1,894百万円であります。なお、従業員の

退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。 

  

・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項 

(1) 制度全体の積立状況に関する事項 

  

(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合 

3.6％ 

  

(3) 補足説明 

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財産計算上の過去勤務債務残高10,812百万円であります。 

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致いたしません。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

     (注)  子会社は、退職給付債務の算定にあたり、主として簡便法を採用しております。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

     (注) １．上記退職給付以外に、割増退職金91百万円を支払っております。 

     (注) ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ  勤務費用」に計上しております。 

  

 

①年金資産の額 52,466百万円    

②年金財政計算上の給付債務の額 64,155百万円    

③差引額 △11,688百万円    
 

イ  退職給付債務 △19,150百万円    

ロ  年金資産 12,679     

ハ  未積立退職給付債務(イ＋ロ) △6,471     

ニ  未認識数理計算上の差異 2,770     

ホ  未認識過去勤務債務 ─     

ヘ  連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △3,700     

ト  前払年金費用 1,631     

チ  退職給付引当金(ヘ－ト) △5,331     
 

イ  勤務費用 686百万円    

ロ  利息費用 292     

ハ  期待運用収益 △239     

ニ  数理計算上の差異の費用処理額 498     

ホ  過去勤務債務の費用処理額 ―     

へ            小計 1,237     

ト  厚生年金基金掛金拠出額 146     

チ             計 1,383     
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 

  期間定額基準 

  

(2) 割引率 

  

(3) 期待運用収益率 

  

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 

  １年 

  

(5) 数理計算上の差異の処理年数 

  ５～10年 

  

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採

用しております。確定給付企業年金制度（積立型制度）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給して

おり、退職一時金制度（非積立型制度）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しておりま

す。なお、一部の連結子会社は、複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しており、このうち、自社の拠出に対応

する年金資産の額を合理的に計算することができない制度については、確定拠出制度と同様に会計処理しておりま

す。また、一部の連結子会社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負

債及び退職給付費用を計算しております。 

  
２．複数事業主制度 

 確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は63百万円であります。 

  
(1) 複数事業主制度の直近の積立状況（平成25年３月31日現在） 

  

(2) 複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合（平成25年３月31日現在) 

3.1％ 

  

(3) 補足説明 

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財産計算上の過去勤務債務残高9,931百万円であります。本制度における

過去勤務債務の償却方法は期間12年8か月の元利均等償却であり、当社グループは、当期の連結財務諸表上、当該

償却に充てられる特別掛金28百万円を費用処理しているほか、131百万円を厚生年金基金一括拠出金、43百万円を

関係会社整理損として特別損失に計上しております。 

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致いたしません。 

  

 

 0.8～1.7％   
 

 1.25～2.5％   
 

年金資産の額 58,402百万円    

年金財政計算上の給付債務の額 66,899百万円    

差引額 △8,497百万円    
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３．確定給付制度 

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。） 

  
(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く。） 

  
(3) 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表 

  
(4) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表 

 （注）簡便法を適用した制度を含みます。 

  
(5) 退職給付費用及びその内訳項目の金額  

  
(6) 退職給付に係る調整累計額 

  退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次の通りであります。 

 

退職給付債務の期首残高 16,371 百万円 

勤務費用 537   

利息費用 249   

数理計算上の差異の発生額 95   

退職給付の支払額 △1,358   

過去勤務費用の発生額 ―   

退職給付債務の期末残高 15,895 
 

年金資産の期首残高 11,228 百万円 

期待運用収益 295   

数理計算上の差異の発生額 347   

事業主からの拠出額 805   

退職給付の支払額 △761   

年金資産の期末残高 11,914   
 

退職給付に係る負債の期首残高 1,327 百万円 

 退職給付費用 82   

 退職給付の支払額 △28   

 制度への拠出額 △91   

退職給付に係る負債の期末残高 1,290   
 

積立型制度の退職給付債務 13,966 百万円 

年金資産 △13,348   

  618   

非積立型制度の退職給付債務 4,652   

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,270   

    

退職給付に係る負債 7,292 百万円 

退職給付に係る資産 △2,021   

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 5,270   
 

勤務費用 537 百万円 

利息費用 249   

期待運用収益 △295   

数理計算上の差異の費用処理額 360   

過去勤務費用の費用処理額 ―   

簡便法で計算した退職給付費用 82   

その他 55   

確定給付制度に係る退職給付費用 990   
 

未認識数理計算上の差異 2,158 百万円 

合計 2,158   
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(7) 年金資産に関する事項 

 ① 年金資産の主な内訳 

  
 ② 長期期待運用収益率の設定方法 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

  

(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

   当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎 

  割引率                                        0.8%～1.7% 

  長期期待運用収益率                2.5%～3.5% 

  
４．確定拠出制度 

  確定拠出制度への要拠出額   連結子会社 454百万円 

  
(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

 

債券 36.0 ％ 

株式 21.2 

現金及び預金 7.3 

生命保険会社の一般勘定 29.1 

その他 6.4 

合計 100.0   
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(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（法律第10号）が平成26年3月31日に公布され、平成26年4月1日以後に開始

する連結会計年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当連結会計年度の繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年4月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一

時差異について、前連結会計年度の38.01％から35.64％に変更されております。 

 その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が410百万円減少し、当連結会計年度に計上

された法人税等調整額が410百万円増加しております。 

  

 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
 

当連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

（繰延税金資産）         

  たな卸資産 1,665百万円   1,975百万円 

  未払賞与 676    733  

  未払事業税 70    113  

  退職給付引当金 1,895    ―  

 退職給付に係る負債 ―    2,539  

  未実現利益 149    720  

  貸倒引当金 181    207  

  ソフトウェア 646    680  

  繰越欠損金 4,513    4,542  

  その他 3,198    3,086  

    繰延税金資産小計 12,995    14,599  

  評価性引当金 △3,464    △4,421  

    繰延税金資産合計 9,530    10,178  

(繰延税金負債）         

  減価償却費 4    635  

  その他有価証券評価差額金 155    260  

  その他 630    755  

    繰延税金負債合計 790    1,651  

    繰延税金資産の純額 8,740    8,527  
 

  
前連結会計年度 

(平成25年３月31日) 
 

当連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

法定実効税率 38.01％   38.01％ 

（調整）         

  交際費等損金不算入の永久差異 5.24    1.20  

  受取配当金等益金不算入の永久差異 △0.69    △0.09  

  住民税均等割等 1.01    0.15  

  評価性引当額の増減 3.63    0.00  

  連結子会社税率差等 △11.64    △1.54  

  持分法による投資損益 1.07    0.18  

  税率変更による影響 ―    3.89  

 連結納税による影響額 ―    △7.71  

  未実現利益に係る税効果未認識額 
 の増減 

4.15    ―  

  のれん償却額 30.35    6.42  

  その他 4.39    0.93  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 75.52    41.44  
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(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

取引に重要性がないため、記載を省略しております。 

  

(資産除去債務関係) 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

取引に重要性がないため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

取引に重要性がないため、記載を省略しております。 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行なう対象となっているものであります。 

当社は、社内カンパニー体制を採用し、各カンパニーは、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的

な戦略を立案し、事業展開をしております。 

従って、当社は、社内カンパニーを基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「スマートイ

ンフラ・カンパニー」「ポジショニング・カンパニー」「アイケア・カンパニー」及び「その他」を報告セグメント

としております。 

各報告セグメントで製造・販売している主要製品は、以下の通りとなります。 

  

「スマートインフラ・カンパニー」 

トータルステーション（自動追尾トータルステーション、モータードライブトータルステーション、マニュアル

トータルステーション、工業計測用トータルステーション、イメージングステーション）、レイアウトナビゲー

ター、ＭＩＬＬＩＭＥＴＥＲ ＧＰＳ、３Ｄ移動体計測システム、３Ｄレーザースキャナー、データコレクタ、

セオドライト、電子レベル、レベル、ローテーティングレーザー、パイプレーザー 

「ポジショニング・カンパニー」 

測量用ＧＮＳＳ（ＧＰＳ＋ＧＬＯＮＡＳＳ＋ＧＡＬＩＬＥＯ）受信機、ＧＩＳ用ＧＮＳＳ受信機、ＧＮＳＳリフ

ァレンスステーションシステム、土木施工用マシンコントロールシステム、精密農業用マシンコントロールシス

テム、アセットマネジメントシステム 

「アイケア・カンパニー」 

３次元眼底像撮影装置、眼底カメラ、無散瞳眼底カメラ、眼科用レーザ光凝固装置、ノンコンタクトタイプトノ

メーター、スリットランプ、手術用顕微鏡、スペキュラーマイクロスコープ、眼科検査データファイリングシス

テムＩＭＡＧＥｎｅｔ、眼科電子カルテシステムＩＭＡＧＥｎｅｔ ｅカルテ、ウェーブフロントアナライザー、

レンズエッジャー、視力検査装置、ビノビジョンアナライザー、オートレフラクトメータ、オートケラトレフラ

クトメータ、レンズメータ、屈折検査システム 

  

なお、スマートインフラ・カンパニーとポジショニング・カンパニーは、事業関連性が高く、対象とする顧客も類

似しております。そのため、スマートインフラ・カンパニーとポジショニング・カンパニーは、双方のカンパニーの

製品の販売を行なっており、スマートインフラ・カンパニーは主に日本、中国及びアジア地域で、ポジショニング・

カンパニーは主に北米及びヨーロッパ地域で、販売活動を行なっております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表の会計処理の方法と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益(のれん償却前)ベースの数値であります。 

報告セグメント間の内部収益及び振替高は、市場実勢価格に基づいております。 
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

(注) １．「その他」の区分は、精密計測事業及び光デバイス事業であります。 

２．「セグメント利益」の「消去及び全社」の額△1,618百万円は、各報告セグメントに配分していないのれんの償却額であります。 

３．「セグメント資産」の「消去及び全社」の額は、セグメント間消去と全社資産の額であります。全社資産の主なものは、のれん

9,650百万円、親会社での余資運用資金(現金及び有価証券)及び長期投資資金(投資有価証券)8,690百万円であります。 

  

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

(注) １．「その他」の区分は、精密計測事業及び光デバイス事業であります。 

２．「セグメント利益」の「消去及び全社」の額△1,782百万円は、各報告セグメントに配分していないのれんの償却額であります。 

３．「セグメント資産」の「消去及び全社」の額は、セグメント間消去と全社資産の額であります。全社資産の主なものは、のれん

8,319百万円、親会社での余資運用資金(現金及び有価証券)及び長期投資資金(投資有価証券)4,210百万円であります。 

  

 

            (単位：百万円) 

  

報告セグメント 

消去及び 
全社 

合計 スマート 

インフラ・カ

ンパニー 

ポジショ 

ニング・ 

カンパニー 

アイケア・カ

ンパニー 
その他 計 

売上高               

  外部顧客への売上高 21,481 35,528 31,073 9,262 97,345 － 97,345 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

8,357 2,295 － － 10,653 △10,653 － 

計 29,839 37,824 31,073 9,262 107,999 △10,653 97,345 

セグメント利益又は 
セグメント損失(△) 

4,126 1,413 1,563 △269 6,833 △1,618 5,214 

セグメント資産 44,066 32,836 30,986 9,709 117,599 11,904 129,503 

その他の項目               

  減価償却費 819 1,251 1,003 311 3,384 － 3,384 

  持分法適用会社への 
  投資額 

312 238 175 35 763 － 763 

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 

1,349 922 1,100 459 3,832 － 3,832 
 

            (単位：百万円) 

  

報告セグメント 

消去及び 
全社 

合計 スマート 

インフラ・カ

ンパニー 

ポジショ 

ニング・ 

カンパニー 

アイケア・カ

ンパニー 
その他 計 

売上高               

  外部顧客への売上高 25,304 46,094 38,736 6,549 116,685 ― 116,685 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 

9,316 2,865 ― 75 12,258 △12,258 ― 

計 34,621 48,959 38,736 6,625 128,943 △12,258 116,685 

セグメント利益又は 
セグメント損失(△) 

5,201 4,514 4,003 △205 13,513 △1,782 11,730 

セグメント資産 41,289 39,894 40,351 8,941 130,477 5,341 135,818 

その他の項目               

  減価償却費 800 1,555 1,140 306 3,803 ― 3,803 

  持分法適用会社への 
  投資額 

283 289 169 35 778 ― 778 

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 

1,701 1,198 940 126 3,967 ― 3,967 
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【関連情報】 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

(注)  売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載事項はありませ

ん。 

  

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1) 売上高 

(注)  売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載事項はありませ

ん。 

  

 【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

   

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

  

 

          (単位：百万円) 

日本 北米 ヨーロッパ 中国 
アジア・ 

オセアニア 
その他 合計 

24,634 20,137 21,207 7,799 13,254 10,312 97,345 
 

          (単位：百万円) 

日本 北米 ヨーロッパ 中国 
アジア・ 

オセアニア 
その他 合計 

6,630 2,032 1,671 687 219 36 11,277 
 

          (単位：百万円) 

日本 北米 ヨーロッパ 中国 
アジア・ 

オセアニア 
その他 合計 

27,498 25,977 28,502 8,040 14,164 12,500 116,685 
 

          (単位：百万円) 

日本 北米 ヨーロッパ 中国 
アジア・ 

オセアニア 
その他 合計 

6,135 2,186 2,033 532 280 19 11,188 
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 【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

のれんの償却額1,618百万円及び未償却残高9,650百万円は、報告セグメントに配分しておりません。 

  

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

のれんの償却額1,782百万円及び未償却残高8,319百万円は、報告セグメントに配分しておりません。 

  

 【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

【関連当事者情報】 

前連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

取引に重要性がないため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

取引に重要性がないため、記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報） 

  

(注) １．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

２．「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱いに従っております。この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産が、13円38銭減少しておりま

す。 

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

１株当たり純資産額 448円77銭 496円22銭 

１株当たり当期純利益 5円48銭 55円21銭 
 

  
前連結会計年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当期純利益(百万円) 511 5,963 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ― 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 511 5,963 

期中平均株式数(株) 93,341,111 108,014,943 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。  

３．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返

済予定額の総額 
  

  

【資産除去債務明細表】 

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定

により記載を省略しております。 

  

区分 
当期首残高 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 19,719 20,198 1.4 ―― 

１年以内に返済予定の長期借入金 11,907 4,845 2.3 ―― 

１年以内に返済予定のリース債務 281 257 ─ ―― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

19,002 22,689 2.3 
平成27年６月～ 
平成31年３月 

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

509 311 ─ 
平成27年４月～ 
平成31年３月 

その他有利子負債 ─ ― ─ ―― 

合計 51,420 48,301 ─ ―― 
 

区分 
１年超２年以内 

(百万円) 
２年超３年以内 

(百万円) 
３年超４年以内 

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

長期借入金 13,013 1,777 3,452 4,445 

リース債務 155 114 32 9 
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(2) 【その他】 

当連結会計年度における四半期情報等 

  

  

  

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 
当連結 
会計年度 

売上高 (百万円) 24,064 52,795 79,322 116,685 

税金等調整前四半期（当期）純利益 (百万円) 549 3,442 5,382 10,552 

四半期（当期）純利益 (百万円) 55 1,673 2,245 5,963 

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 0.52 15.50 20.79 55.21 
 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 0.52 14.98 5.29 34.42 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 7,203 2,492 

    受取手形 ※1,※4  1,075 ※1  1,014 

    売掛金 ※1  14,436 ※1  17,162 

    製品 1,746 3,266 

    仕掛品 1,539 1,275 

    原材料及び貯蔵品 1,610 2,284 

    前渡金 27 76 

    前払費用 228 132 

    繰延税金資産 4,314 3,902 

    短期貸付金 ※1  6,263 ※1  2,941 

    未収入金 ※1  2,054 ※1  3,328 

    その他 ※1  204 ※1  254 

    貸倒引当金 △8 △5 

    流動資産合計 40,696 38,125 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 2,586 2,487 

      構築物 25 20 

      機械及び装置 247 167 

      車両運搬具 0 0 

      工具、器具及び備品 402 407 

      土地 236 236 

      リース資産 96 144 

      建設仮勘定 3 30 

      有形固定資産合計 3,599 3,495 

    無形固定資産     

      特許権 227 193 

      借地権 57 57 

      ソフトウエア 4,083 5,404 

      リース資産 311 224 

      その他 2 1 

      無形固定資産合計 4,682 5,881 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 1,486 1,718 

      関係会社株式 48,024 51,357 

      関係会社出資金 907 907 

      長期貸付金 1 3 

      長期前払費用 1,831 2,186 

      繰延税金資産 2,157 1,020 

      その他 207 201 

      貸倒引当金 △8 △7 

      投資その他の資産合計 54,607 57,388 

    固定資産合計 62,889 66,765 

  資産合計 103,586 104,891 
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                      (単位：百万円) 

                    
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形 ※4  120 187 

    買掛金 ※1  7,254 ※1  8,185 

    短期借入金 ※1  23,206 ※1  18,206 

    リース債務 231 220 

    未払金 434 311 

    未払費用 2,852 2,722 

    未払法人税等 128 485 

    前受金 55 58 

    預り金 43 44 

    製品保証引当金 352 443 

    その他 1,213 91 

    流動負債合計 35,892 30,957 

  固定負債     

    長期借入金 13,834 16,668 

    リース債務 400 258 

    退職給付引当金 2,609 2,721 

    その他 73 28 

    固定負債合計 16,917 19,675 

  負債合計 52,810 50,632 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 16,638 16,638 

    資本剰余金     

      資本準備金 19,127 19,127 

      その他資本剰余金 1,924 1,924 

      資本剰余金合計 21,051 21,051 

    利益剰余金     

      利益準備金 571 571 

      その他利益剰余金     

        別途積立金 10,582 10,582 

        繰越利益剰余金 1,785 5,132 

      利益剰余金合計 12,939 16,286 

    自己株式 △57 △58 

    株主資本合計 50,572 53,918 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 204 340 

    評価・換算差額等合計 204 340 

  純資産合計 50,776 54,258 

負債純資産合計 103,586 104,891 
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② 【損益計算書】 

                      (単位：百万円) 

                    前事業年度 
(自  平成24年４月１日 
 至  平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成25年４月１日 
 至  平成26年３月31日) 

売上高 ※1  37,775 ※1  43,340 

売上原価 ※1  27,799 ※1  32,817 

売上総利益 9,975 10,522 

販売費及び一般管理費     

  販売費 ※2  2,682 ※2  2,625 

  一般管理費 ※2  4,446 ※2  4,695 

  販売費及び一般管理費合計 7,128 7,320 

営業利益 2,846 3,201 

営業外収益     

  受取利息及び受取配当金 ※1  1,043 ※1  2,503 

  受取賃貸料 ※1  147 ※1  209 

  為替差益 - 113 

  雑収入 183 252 

  営業外収益合計 1,374 3,079 

営業外費用     

  支払利息 ※1  701 ※1  531 

  為替差損 582 - 

  賃貸原価 121 143 

  雑支出 252 205 

  営業外費用合計 1,658 881 

経常利益 2,563 5,399 

特別利益     

  土地売却益 194 - 

  事業譲渡益 169 - 

  特別利益合計 363 - 

特別損失     

  投資有価証券評価損 584 - 

  特別損失合計 584 - 

税引前当期純利益 2,342 5,399 

法人税、住民税及び事業税 120 △393 

法人税等調整額 679 1,474 

法人税等合計 799 1,080 

当期純利益 1,543 4,319 
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③ 【株主資本等変動計算書】 

  前事業年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日) 

  

  

(単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本 
剰余金 

資本剰余金 
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

当期首残高 10,297 12,787 1,924 14,711 571 13,582 △2,387 11,766 

当期変動額     

新株の発行 6,340 6,340 6,340   

剰余金の配当    △370 △370 

別途積立金の取崩   △3,000 3,000 ― 

当期純利益    1,543 1,543 

自己株式の取得     

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額) 

    

当期変動額合計 6,340 6,340 ― 6,340 ― △3,000 4,172 1,172 

当期末残高 16,638 19,127 1,924 21,051 571 10,582 1,785 12,939 
 

 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本 
合計 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 △56 36,719 △274 △274 36,444 

当期変動額   

新株の発行  12,680 12,680 

剰余金の配当  △370 △370 

別途積立金の取崩   

当期純利益  1,543 1,543 

自己株式の取得 △0 △0 △0 

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額) 

  478 478 478 

当期変動額合計 △0 13,853 478 478 14,331 

当期末残高 △57 50,572 204 204 50,776 
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  当事業年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

  

  

 

(単位：百万円) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
その他資本 
剰余金 

資本剰余金 
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

当期首残高 16,638 19,127 1,924 21,051 571 10,582 1,785 12,939 

当期変動額     

剰余金の配当    △972 △972 

当期純利益    4,319 4,319 

自己株式の取得     

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額) 

    

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― 3,346 3,346 

当期末残高 16,638 19,127 1,924 21,051 571 10,582 5,132 16,286 
 

 

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本 
合計 

その他有価証
券評価差額金

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 △57 50,572 204 204 50,776 

当期変動額   

剰余金の配当  △972 △972 

当期純利益  4,319 4,319 

自己株式の取得 △1 △1 △1 

株主資本以外の項目 
の当期変動額（純額) 

  135 135 135 

当期変動額合計 △1 3,345 135 135 3,481 

当期末残高 △58 53,918 340 340 54,258 
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【注記事項】 

(重要な会計方針) 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

(2) たな卸資産 

  

２．固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産(リース資産除く) 

定率法 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

建物及び構築物          ３～50年 

機械装置及び運搬具      ４～７年 

(2) 無形固定資産(リース資産除く) 

自社利用のソフトウェアは社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。その他の無形

固定資産は定額法を採用しております。 

(3) リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

にそれぞれ回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 製品保証引当金 

販売した製品の無償アフターサービス費用に備えるため、売上高に対する経験率により計上しております。 

満期保有目的の債券 償却原価法 

関係会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券   

時価のあるもの 決算末日の市場価格等に基づく時価法 

  (評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

    

時価のないもの 移動平均法による原価法 
 

製品 総平均法による原価法 

仕掛品 見込生産品は総平均法による原価法 

  注文生産品は個別法による原価法 

原材料・貯蔵品 移動平均法による原価法 

 (貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 
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(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、計上して

おります。 

①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間

定額基準によっております。 

②数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法によ

り、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

なお、当事業年度末においては、年金資産見込額が退職給付債務見込額から未認識数理計算上の差異を調整し

た額を上回るため、当該超過額2,021百万円を前払年金費用として投資その他の資産の「長期前払費用」に含めて

計上しております。 

５．固定資産の減損会計 

「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用しております。 

６．ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては特例処理を採用しており、通貨スワップについては振当処理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

(3) ヘッジ方針 

「財務管理規則」に基づき、為替相場変動リスク及び金利変動リスクについて、デリバティブ取引の限度額を実

需の範囲とする方針であり、投機目的によるデリバティブ取引は行なわないこととしております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、継続して為替及び金利の変動による影響を相殺又は

一定の範囲に限定する効果が見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

７．その他財務諸表作成のための重要な事項 

(1) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけ 

るこれらの会計処理の方法と異なっております。 

(2) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

(3) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

  

(会計方針の変更) 

   該当事項はありません。 

  
(表示方法の変更) 

     （損益計算書） 

前事業年度において、営業外費用の「雑支出」に含めて表示していた「賃貸原価」は、金額的重要性が増したた

め、当年度より区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを

行っております。この結果、前事業年度の損益計算書において、営業外費用の「雑支出」に表示していた374百万円

は、「賃貸原価」121百万円、「雑支出」252百万円として、組み替えております 

     （単体簡素化に伴う財務諸表等規則第127条の適用および注記の免除等に係る表示方法の変更） 

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸表

等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。 

 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

金利スワップ   借入金の支払金利 

通貨スワップ   外貨建貸付金及び外貨建予定取引 
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また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記に

変更しております。 

以下の事項について、記載を省略しております。 

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略して

おります。 

・財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額の注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。 

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略し

ております。 

・財務諸表等規則第75条第２項に定める製造原価明細書については、同ただし書きにより、記載を省略しており

ます。 

・財務諸表等規則第80条に定めるたな卸資産の帳簿価額の切り下げに関する注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。 

・財務諸表等規則第86条に定める研究開発費の注記については、同条第２項により、記載を省略しております。 

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。 

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記については、

同条第４項により、記載を省略しております。 

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。 

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略して

おります。 

  

(貸借対照表関係) 

※１．関係会社に対する主な資産及び負債 

区分掲記した以外で当該関係会社に対する金銭債権又は金銭債務の金額は次のとおりであります。 

  

  

  ２．債権流動化 

当社は、平成15年10月から債権譲渡契約に基づく債権流動化を行なっており、当事業年度の譲渡残高は、次のと

おりであります。 

  

  

  ３．偶発債務 

債務保証 

次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。 

  

  

 

  
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

短期金銭債権 19,327百万円 19,810百万円 

短期金銭債務 15,819  18,682  
 

  
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

受取手形及び売掛金譲渡残高 904百万円 1,014百万円 
 

  
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

Topcon America Corporation 
（借入債務） 

10,956百万円 ―百万円 

Topcon Europe B.V. 
（借入債務） 

6,963百万円 8,202百万円 
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※４．期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、当社は、満期日に決済があったものとして処理しております。なお、前

事業年度末日が金融機関の休日であったため、以下の期末日満期手形を満期日に決済が行われたとして処理してお

ります。 

  

  

(損益計算書関係) 

※１．関係会社との取引に係るものは次のとおりであります。 

  

  

※２．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成25年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式(貸借対照表計上額  子会社株式48,017百万円、関連会社株式  6百万円)は、市場

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

当事業年度(平成26年３月31日) 

子会社株式(貸借対照表計上額  子会社株式51,357百万円)は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。 

  

 

  
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

受取手形 36百万円 ―百万円 

支払手形 12百万円 ―百万円 
 

  
前事業年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

売上高 27,837百万円 33,836百万円 

仕入高 17,021  22,736  

営業取引以外の取引 1,269  2,877  
 

  
前事業年度 

(自  平成24年４月１日 
至  平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

（販売費）       

給料手当 667百万円 497百万円 

従業員賞与 185  173  

退職給付引当金繰入額 68  ―  

退職給付費用 ―  41  

減価償却費 51  44  

（一般管理費）       

給料手当 1,189  1,181  

従業員賞与 450  615  

退職給付引当金繰入額 393  ―  

退職給付費用 ―  230  

減価償却費 185  185  
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(税効果会計関係) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳 

  

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律」（法律第10号）が平成26年3月31日に公布され、平成26年4月1日以 

後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当事業年度の繰延 

税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年4月1日に開始する事業年度に解消が 

見込まれる一時差異について、前事業年度の38.01％から35.64％に変更されております。 

 その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が361百万円減少し、当事業年度に 

計上された法人税等調整額が361百万円増加しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

 

  
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
  

当事業年度 
(平成26年３月31日) 

（繰延税金資産）         

  たな卸資産 1,414百万円   1,548百万円 

  未払賞与 368    384  

  未払事業税 47    40  

  退職給付引当金 937    969  

  ソフトウェア 646    680  

  貸倒引当金 5    1  

  繰越欠損金 2,477    1,037  

  その他 1,444    1,232  

    繰延税金資産小計 7,342    5,896  

  評価性引当金 △175    △66  

    繰延税金資産合計 7,166    5,830  

（繰延税金負債）         

  前払年金費用 581    720  

  その他有価証券評価差額金 112    188  

    繰延税金負債合計 694    908  

    繰延税金資産の純額 6,471    4,922  
 

  
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
  

当事業年度 
(平成26年３月31日) 

法定実効税率 38.01％   38.01％ 

（調整）         

交際費等損金不算入の永久差異 2.14    1.28  

受取配当金等益金不算入の永久差異 △15.34    △16.57  

住民税均等割等 0.51    0.07  

評価性引当額 5.18    0.28  

税率変更による影響 ―    6.70  

連結納税による影響額 ―    △11.63  

その他 3.63    1.87  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.13    20.01  
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④ 【附属明細表】 

【有形固定資産等明細表】 

 (単位：百万円) 

(注) １．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

３．当期首残高又は当期末残高について、取得価額により記載しております。 

  

【引当金明細表】 

(単位：百万円)  

  

(2) 【主な資産及び負債の内容】 

   連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 資産の種類 
当期首 
残高 

当期 
増加額 

当期 
減少額 

当期 
償却額 

当期末 
残高 

減価償却 
累計額 

有形固定資産 建物 10,653 88 20 186 10,722 8,234 

   構築物 487 0 3 4 484 463 

   機械及び装置 5,120 15 583 77 4,552 4,384 

  車両運搬具 10 ― 0 0 9 9 

  工具、器具及び備品 6,701 401 114 390 6,987 6,579 

  土地 236 ― ― ― 236 ― 

   リース資産 205 94 81 47 218 74 

   建設仮勘定 3 31 4 ― 30 ― 

  計 23,419 630 808 705 23,241 19,746 

無形固定資産   特許権 229 ― ― 34 229 36 

     借地権 58 ― ― ― 58 1 

     ソフトウエア 4,452 1,468 230 147 5,689 285 

     リース資産 434 ― ― 86 434 209 

     その他 3 ― ― 0 3 1 

  計 5,178 1,468 230 268 6,416 534 
 

工具、器具及び備品 金型・専用工具 293百万円

  販売促進用固定資産 37百万円

ソフトウエア ＥＲＰ関連 1,234百万円
 

機械及び装置 製造設備の売却 117百万円

  製造設備の廃却 466百万円

工具、器具及び備品 検査・測定機器等の廃却 54百万円

  営業用設備の売廃却 37百万円
 

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

貸倒引当金 16 0 3 13 

製品保証引当金 352 624 533 443 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

単元株式数 100株 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 (特別口座) 

  東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 

  三井住友信託銀行株式会社  証券代行部 

    

  株主名簿管理人 (特別口座) 

  東京都千代田区丸の内一丁目４番１号  三井住友信託銀行株式会社 

  取次所 ― 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 
電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他のやむを得な
い事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 
  
 
  

期末あるいは中間期末500株以上所有株主が対象 
500株以上           メガネ30％割引券１枚※ 
※本割引券は愛眼株式会社(メガネの愛眼)全国各店舗において使用可能 
有効期間は６ヶ月 

 

― 85 ―



第７ 【提出会社の参考情報】 

  

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

事業年度(第120期)(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日)平成25年６月26日関東財務局長に提出 

  

(2）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書 

  平成25年４月26日関東財務局長に提出 

 事業年度（第119期）（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及びそ

の確認書であります。 

  
(3) 内部統制報告書及びその添付書類 

平成25年６月26日関東財務局長に提出 

  

(4) 四半期報告書及び確認書 

(第121期第１四半期)(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)平成25年８月８日関東財務局長に提出 

(第121期第２四半期)(自 平成25年７月１日 至 平成25年９月30日)平成25年11月12日関東財務局長に提出 

(第121期第３四半期)(自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日)平成26年２月12日関東財務局長に提出 

  

(5) 臨時報告書 

平成25年６月27日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)に基づく臨時

報告書であります。 

平成26年１月31日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)に基づく臨時報告書であります。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 
  

平成26年６月26日

株式会社トプコン 

  取締役会  御中 

  

  

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社トプコンの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。 

  

連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社トプコン及び連結子会社の平成26年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    上    村          純    ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    石    川    達    仁    ㊞ 
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社トプコンの平成26年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 

  

内部統制報告書に対する経営者の責任 

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。 

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、株式会社トプコンが平成26年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

  

 

  

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管してお

ります。 

 ２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 
  

平成26年６月26日

株式会社トプコン 

  取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社トプコンの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第121期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。 

  

財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

  

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社トプコンの平成26年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

  

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    上    村          純    ㊞ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    石    川    達    仁    ㊞ 
 

  

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管してお

ります。 

 ２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。 
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【表紙】   

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成26年６月26日 

【会社名】 株式会社トプコン 

【英訳名】 TOPCON CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  平 野 聡 

 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役兼専務執行役員  

経理統括部長 小 川 隆 之  
 

【本店の所在の場所】 東京都板橋区蓮沼町75番１号 

 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】 

 取締役社長平野聡及び取締役兼専務執行役員経理統括部長小川隆之は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運

用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に

係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに

準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。 

  

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理的

な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性があります。 

  

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】 

 財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成26年３月31日を基準日として行われており、評価に

当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠いたしました。 

  

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行っ

た上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務プロセスの評価において

は、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統

制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行いました。 

  

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報告の信頼性に

及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及

び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社及び連結子会社36社を対象として行った全社的な内部統制の評価結

果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定いたしました。なお、連結子会社25社、持分法適

用関連会社４社及び持分法適用非連結子会社２社については、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、

全社的な内部統制の評価範囲に含めておりません。 

  

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社間取引消去

後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達している15事業拠点を「重要

な事業拠点」といたしました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売

上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象といたしました。さらに、選定した重要な事業拠点にかか

わらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要

な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影

響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加しております。 

  

３ 【評価結果に関する事項】 

 上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断いたしまし

た。 

  

４ 【付記事項】 

該当事項はありません。 

５ 【特記事項】 

該当事項はありません。 
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